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はじめに 

 

公益社団法人日本理学療法士協会および一般社団法人日本作業療法士協会の両協会

では、平成８年度より一般財団法人日本公衆衛生協会の「地域保健総合推進事業」のな

かで地域保健における市町村行政理学療法士、作業療法士に関する研究を行ってきまし

た。今までに、地域保健・福祉における理学療法士、作業療法士による活動の効果や、

介護保険法や障害者自立支援法および発達支援法の諸事業に関する諸制度への関与状

況などに関する研究を通して、市町村行政理学療法士、作業療法士が関わる地域保健サ

ービスの効率的かつ効果的展開のあり方について提言してまいりました。 

昨年度は、地域包括ケアを推進するために求められている医療と介護の連携のしくみ

づくりに先駆的に携わっている６市町村に所属する理学療法士、作業療法士に対し聞き

取り調査を行いました。 
その結果、連携のしくみづくりの過程における成功要因は、①課題、理念、目標、戦

略の共有、②既存のネットワークの活用、③個別事例を地域課題へ変換する能力、④段

階的、継続的な取り組みの4点に共通していました。 
今年度は、昨年度の研究で調査したエリア以外の４市町村から地域住民との連携づく

りの事例を収集するために半構造的聞き取り調査を行いました。また、理学療法士、作

業療法士の両都道府県士会長、および市町村行政理学療法士、業療法士の存在が確認さ

れている市町村内の医療・介護施設の理学療法士、作業療法士向けに市町村行政理学療

法士、作業療法士に対する認識と期待についてのアンケート調査を行いました。 

その結果、聞き取り調査では、＜関係者が協力しやすい環境づくり＞＜情報の共有＞

＜住民参加＞＜全小学校区（生活圏域）＞の４つの成功要因が抽出されました。また、

アンケート調査では、市町村行政理学療法士、作業療法士に対して「多職種連携による

ネットワークづくり」と「行政施策の情報配信」への期待が多く、その期待に応えるべ

く、本研究で抽出された成功要因を意識しながら事業を展開していくことが求められて

います。 

本研究により、市町村行政理学療法士、作業療法士がさまざまな関係機関のネットワ

ークを構築する能力を磨き、生活圏域の中で医療・保健・福祉のシームレスなサービス

提供を推進する役割を担い、国民が安心安全に生活できる地域づくりを実現することが

できれば幸いです。 

最後に本研究にご協力いただきました市町村行政理学療法士、作業療法士の方々、地

域保健サービスに携わっておられます方々に厚くお礼申し上げます。 

 

平成２５年３月 

 公益社団法人 日本理学療法士会 半田 一登 

 一般社団法人 日本作業療法士会 中村 春基 
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第１章 研究背景と目的 

 

 
本研究は、市町村に勤務する理学療法士、作業療法士の業務実態と役割、機能を明らかにするとと

もに、リハビリテーションビリテーションに関する地域保健サービスの効果的運用の促進を図ること

を目的に行われている。 

近年では、「地域包括ケアシステムの構築」を見据えた行政機能の強化が重要視されており、特に医

療と地域ケアの連携、他職種連携、地域づくりといった連携の仕組みづくリハビリテーション地域ケ

アシステムの中核として位置づけられ、行政の重要な役割と位置づけられている。市町村の理学療法

士作業療法士もこれら連携の仕組みづくりに果たす役割も大きく、すでに市町村理学療法士作業療法

士が主体となり連携の仕組みづくりを進めている地域もある。 

そこで、平成 23年度事業では、医療と地域ケアの連携の仕組みづくりに先駆的に携わっている市の

理学療法士・作業療法士に対し聞き取り調査を行い、連携の仕組みづくりの過程から成功要因を①課

題、理念、目標、戦略の共有、②既存のネットワークの活用、③個別事例を地域課題へ変換する能力、

④段階的、継続的な取り組みの 4点に集約した。 

平成 24 年度はさらに住民主体の地域活動の連携の事例を収集し、昨年度の結果と合わせて分析する

ことにより、4つの共通事項に加えて成功要因を明らかにすることを目的とした。さらに、行政以外の

職域の理学療法士、作業療法士に対して、市町村理学療法士、作業療法士に関する認識や期待を調査

することで、今後の市町村理学療法士、作業療法士の活動のあり方を検討した。 
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第２章 先進事例聞き取り調査 
 

Ⅰ）目的 

連携の仕組みづくりの成功要因と市町村理学療法士、作業療法士の連携の仕組みづくりでの役割を

明らかにする。 

 

Ⅱ） 対象および方法 
１）対象 
 昨年度の本研究において、未調査地域で住民主体の地域活動の連携の仕組みづくりを行っている 4

市町村理学療法士、作業療法士。 

聞き取り対象者の属性 

 

２）方法 

半構造的インタビュー調査を実施した。調査員は事前に研修を受け、統一した手続きに則り実施し

た。なお、対象者 1名に対してインタビューアー2名で実施した。 

 主たる調査内容は、成功要因に関する項目、仕組みづくりにおける市町村理学療法士、作業療法士

の役割（以下、役割）に関する項目など 11 項目である。インタビュー調査実施前に、対象者には事業

の取り組みを調査票に時系列で記載後、それをもとに回答してもらった。調査内容は、本人の同意を

得て録音し、その後、調査員の代表者が用語や言い回しの統一修正を行い、ＳＰＳＳ Text Analytics 

for Surveys 4.0（以下、SPSS）にてテキストマイニングの手法に則りサブカテゴリー分けを行った。

そのサブカテゴリーについて類似性が高いカテゴリーを調査員でまとめ、コアカテゴリーとした。 

 

３）聞き取り内容 

 聞き取りの具体的内容は以下の 11 項目である。 

①本事業の概略、例えば始めようとしたきっかけ、目的や目標、内容や経緯 
②事業を展開する上で、心がけていること 
③この事業を進める上で困ったこと、障壁になったこと 
④事業前と比べ、現在、事業展開する中で、何か気づいたこと、明らかになってきたこと 
⑤現在の目標到達度は何割程度か 
⑥これまでの事業展開の中で、うまくいったと認識していること 
⑦では、逆にうまくいかなかったこと、不足していること 
⑧今後の課題とその解決策 
⑨この事業を遂行するに当たり、今後あなたがすべきこと 

１ セラピストとしての立場 
２  行政としての立場 

⑩これからも行政セラピストとして活動する場合の、あなたの役割 
⑪今回のインタビューを受けてみての感想や気づいたこと 
 

 

 職種 資格取得後の

年数 

行政での勤務年数 人口 主な業務 

Ａ市 理学療法士 ２０年 １２年 68,000人 介護予防 

Ｂ町 理学療法士 ７年 ７年 22,000人 健康づくり 

Ｃ市 作業療法士 １２年 １１年 113,000人 機能訓練事業 

Ｄ市 作業療法士 １７年 １７年 53,000人 地域包括等 
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Ⅲ）聞き取り実施期間 

 平成 24年 8月 18 日～平成 24年 9月 15 日 

 

Ⅳ）倫理的配慮 

 インタビューは研究主旨、データの取り扱い、対象者の人権擁護、個人情報の保護に関して、面接

開始前に口頭で説明し、同意を得た後に対象となる市町首長に公文書による協力依頼を行い正式な文

書合意の下に実施した。アンケートの回答は匿名性を確保し、非連続性のデータとして処理すること

を書面にて説明し、返書を持って同意を得られたものとした。 

 

Ⅴ）結果 

① 成功要因（＜＞はコアカテゴリー、｛｝はサブカテゴリー） 
SPSS により 10個のサブカテゴリーが抽出され、類似性に沿って整理し、＜関係者が協力しやすい環

境づくり＞＜情報の共有＞＜住民参加＞＜全小学校区（生活圏域）＞の 4 つのコアカテゴリーに分類

された。 これらのカテゴリーのつながりを文章化すると「事業の成功要因は、｛医師｝や｛ケアマネ

ジャー｝などの医療介護領域の他職種に対して、＜関係者が協力しやすい環境づくり＞を意識し、｛事

例検討会｝等を通じた＜情報の共有＞に努め、＜住民参加＞による事業の組み立てを考えていた。ま

た＜全小学校区（生活圏域）＞の事業化を意識していた。」と整理された。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-3-



成功要因のコアカテゴリー・サブカテゴリー・生データ 

 
 
 
② 役割（＜＞はコアカテゴリー、｛｝はサブカテゴリー） 
 7 個のサブカテゴリーが抽出され、さらに＜健康づくり＞、＜つなぎ役＞、＜行政機能＞の 3つのコ

アカテゴリーが分類された。これらのカテゴリーのつながりを文章化すると「市町村の理学療法士、

作業療法士の役割は｛介護予防｝にとどまらず、広く住民の＜健康づくり＞に資することを前提に、

事業の企画や｛市民｝に関わり、｛行政主導｝で協働の姿勢をもつ＜行政機能＞が重要である。また、

介護職にとっては医療職との｛連携｝は敷居が高く、行政理学療法士、作業療法士 がその＜つなぎ役
＞として機能すること。」と整理された。 
 
 
 
 
 
 

コアカテゴリー サブカテゴリー 生データ

ケアマネジャー

グループワークでは，地域性を考えたメンバー構成などで，「話しやすい雰囲気に
なるように」配慮した．
ケアマネジャーの意見を聞きながら事例検討のテーマを考えている．

対策を，医師に提示しながら連携方法を探るなど，ケアマネジャーの具体的な声を
日々聞きながらやっている．

ケアマネジャー

医師

医療推進会議の中で，リハ職としての専門性もPRしたい．
ケアマネジャーや医師とかのつなぎの役割をしたい．
ケアマネジャーからリハ職の敷居が高いと言われるで，敷居を少しでも下げていき

たい．

ケアマネジャー

医療推進会議のメンバー同士のコミュニケーションが何回か顔を合わせるうちに関
係が深まり、メンバー間の情報共有、情報交換および連携が出来てきている．
市内のケアマネジャーには，スキルアップの一つとして研修を受ける機会がまた増

えた．

医師

今年のシンポジウムは，講師を決める際に，医師から提案があるなど，一緒に企画
を考えられる空気になってきた．

スタッフとの話し合いを通じて，参加している医者の意識が変わってきた．

情報共有、情報交換

医療推進会議のメンバー同士のコミュニケーションが何回か顔を合わせるうちに関
係が深まり、メンバー間の情報共有、情報交換および連携が出来てきている．

市内のケアマネジャーには，スキルアップの一つとして研修を受ける機会がまた増
えた．

事例検討会
他職種との事例検討会をなんとかうまく発展させることが第一の課題です。
連絡表も考えているが連絡表をどう機能させていくかが課題です．

状況

医療推進会議と在宅医療連携拠点事業とが全体的にごちゃごちゃになっている状
況もあるので客観的に整理してあげている。一緒に話して，「それは違うよね」って

いうことを話し合っています．

地域住民 地域住民の人たちがもう一回繋がれるようになって活用され始めている．

チラシ

小地域ケア会議で知り合っていた福祉員さんがサポーター養成講座を受けに来て
くれたりしてるんです．そのことは，今すごく，力を発揮してます．
民生委員さんが直接，サポーター養成講座のチラシを送れって言われて，もっと増

やそうとしてくださる．

余力のある人
私は，サポーターさん一人ひとりが，また，１人でも介護予防に意識があれば良い
と思っているし，その中で余力のある人が，もう少し地域のことを手伝ってくれれば
良い．

全小学校区

（生活圏域）
全小学校区

全小学校区で，とりあえず，やれた．」というのはうまくいったかなと思います．

関係者が協力しやすい
環境づくり

情報の共有

住民参加
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役割のコアカテゴリー・サブカテゴリー・生データ 

 
 
Ⅵ）考察 
① 成功要因 
成功要因は「関係者が協力しやすい環境づくり」「情報の共有」「住民参加」「全小学校区（生活圏域）」

の 4つのコアカテゴリーに分類された。 
 「関係者が協力しやすい環境づくり」では、ケアマネジャーや医師との連携の頻度が高く、事例検

討やシンポジウムなどの事業企画を通じて、連携することのできる関係性を築こうとしていることが

わかる。また頻回に出会い話し合うことで、その関係性を深化させたいという意図も汲み取ることが

できる。このことは、医学的な技術をベースにした個別かつ直接的支援を得意とするリハ専門職が行

政に配置されることで、介護や地域福祉領域での理解を深めることにより、医療（医師）と介護（ケ

アマネジャー）を中心とした 2 職種のコーディネーター役として機能することの可能性を示唆してい

るといえる。 
 「情報の共有」では、上記の環境づくりを具体的に進めていく手段として活用していることがわか

る。共有する中で活発な議論ややりとりが生まれ、その中で市町村理学療法士、作業療法士としての

職能や役割を他職種に伝えることのできる有効な場として活用していることが推察される。 
 「住民参加」では、事業に協力してくれる住民を広く募集したり、民生委員や地域で活動する住民

に対し事業への理解が深まるよう努め、互助・共助の要として支援している様子が伺える。今回の聞

き取りでは、今までの活動の多くが住民とともに作り上げてきたという自負が感じられ、地域包括ケ

アシステムを意識し、インフォーマルサービスを積極的に活用した事業展開を意識しているというこ

とが明らかとなった。 
 「全小学校区（生活圏域）」は、行政としての公益性や公平性を担保しながら事業を推進している様

子が伺えた。また地域包括ケアシステムによる日常生活圏域の中で適切に事業を実施する体制を構築

しようと意識していることが推察された。 
② 役割 
行政に所属するセラピストとしての役割については、「健康づくり」「つなぎ役」「行政機能」の 3つ

のカテゴリーに分けることができた。「健康づくり」では、多くの場合、理学療法士、作業療法士は虚

弱な高齢者や障害高齢者に関わる職種としてとらわれがちであるが、対象や業務にとらわれずに、広

コアカテゴリー サブカテゴリー 生データ

もっとヘルスの部分から，介護予防ってスタートするべきだって思っている．
本当は健康づくりから介護予防へ繋がっていて，スムーズにずっと取り組めれればいい．

運動であったり，長く健康的に，例えばウォーキングをしてもらうためには，靴の選び方であったりとかいうことだと思うので．

行政としては，若い世代からずっと繋がった予防事業をしたい．

セラピストとしてというのをもう少し意識したい．
民生委員さんに，この人は市の職員なだけじゃなくて理学療法士なんだっていうのが分かっていただける．

その地域の人が，長い間生き生きと地域で暮らしてもらう．

敷居が高い

作業療法士の立場では，リハビリテーションというものが地域の中や在宅の中でどういうことができるのかということを伝えていきたい．

介護側のチームからは，医療側チームの壁が高い，敷居が高い。医者もリハ職もそのように思われている。そういう点でも，敷居を下げていくというより
も，うまくそれを越えていけるように，伝えていきたい．

連携
うまく連携をとれるようなネットワークを作っていきたい．

エリアの方とも連携がとれるように，地域包括支援センターの職員として，行政としてつなげていきたい．

市民、自分
「自分が市役所の中にいる」ことを分かってもらうのを，仲良くなるのを先にっていうスタイルをとっていています．
最終的には「市民に対して，私という人間を知ってくれる人をどれだけ増やせるかというのがこちらの財産になる」というスタイルで仕事をしている．

連携 その部分でも連携，つなぎができたらいい．

行政主導

他職種

行政主導で，他職種を上手く巻き込んでいく方法を考えたいのが一番です．

行政主導
市全域の仕組みをつくろうとすると行政主導になりがちになる．

事業 行政にいるから，大きな事業も展開できますし，仕組みも作っていける．

健康づくり

つなぎ役

行政機能

介護予防
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く住民の健康増進を促すヘルスプロモーションの考え方や自立支援に資するというリハ専門職として

の考え方を前提にして、事業企画や住民に関わることがわかった。「つなぎ役」では、理学療法士、作

業療法士という医療職という立場を生かした連携の要としての役割を担っていた。例えば、介護職に

とって医療職との連携は「敷居が高い」という声に対して、医療・介護分野連携の仲介役として市町

村の理学療法士、作業療法士が連携会議を招集するなどして連携の場を提供していた。また、住民や

地域活動に対しては専門職としての相談業対応や専門的アドバイスなどを行う日常の業務内での関わ

りから地域住民との関係性を築き、その関係性やつながりを活かして住民や地域にアプローチしてい

ることがわかった。「行政機能」では、住民主体の地域活動を促す場合でも、住民や地域にすべてを丸

投げするのではなく、行政としてビジョンを持ったうえで役割分担を考えて協働の姿勢をもつことの

重要性がわかった。 
 今回の 4 事例から、「成功要因」および「役割」の両者に共通して、多職種がより良い連携を図れる

環境づくりを市町村理学療法士、作業療法士が行うことの必要性が確認された。このように、行政が

環境整備やつなぎ役になる必要性は、他の市町村保健福祉職種の活動報告と同様に、理学療法士、作

業療法士は市町村という職域の中で直接的な徒手技術の提供にとどまらない活動の重要性が認められ

た。 

昨年度の本研究において、医療と介護の連携に関わる成功要因として確認された「課題、理念、目

標、戦略の共有」、「既存のネットワークの活用」、「個別事例を地域課題へ変換する能力」、「段階的・

継続的な取り組み」との関連性について、今回の調査結果を足掛かりとすることができた。さらに、

今回は 4事例の調査であり、その結果を一般化することは難しいこと等から、今後はデータを増加し、

定量的な実態把握が必要と考える。 
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第３章 アンケート調査 
 

Ⅰ）目的 

 行政業務に従事する理学療法士、作業療法士の聞き取り調査と並行して、行政以外の職域で働く理学

療法士、作業療法士に対しても、今後の市町村理学療法士、作業療法士の活動に反映させることを目的

に、市町村理学療法士、作業療法士に関する認識や期待に関するアンケート調査を行った。 

 

Ⅱ）調査対象者及び方法 

 １）日本理学療法士協会、日本作業療法士協会の都道府県士会（以下、士会）の長（以下、士会長）

94 人（理学療法士 47 人、作業療法士 47 人）に調査目的を記載した依頼文および調査票１を送付

した。 

 ２）市町村理学療法士、作業療法士の配置が確認されている地域にある急性期病棟を有する病院 214

施設、回復期リハビリテーション病棟を有する病院 356 施設、介護老人保健施設 205 施設から無

作為に抽出した 120 施設のリハビリテーション部門の長に、調査目的を記載した依頼文および調

査票 2を送付した。 

 なお、回答は匿名性を確保し、非連続性のデータとして処理することを書面にて説明し、調査票の 

返送を得たことで、研究への同意が得られたものとした。 

 

Ⅲ）調査期間 

 調査期間とした平成 24 年 10 月 1日から平成 24 年 10 月 15 日の間に、投函されたものを有効回答と

した。  

 

Ⅳ）調査項目 

１）調査票 1 （士会長用） 

 (1)市町村理学療法士、作業療法士の認識や関わり 

①市町村理学療法士、作業療法士が会員として所属していることの認識 

②士会活動への関わり 

③新人教育プログラム研修等への関わり 

(2)地域の連携状況と地域連携に関する取り組み 

  ①医療と介護のシームレスな連携の状況 

②地域包括ケアシステムの周知を図る研修の実施状況や今後の予定の有無 

(3)市町村理学療法士、作業療法士に期待すること（上位 1位から 5位） 

   

２）調査票 2 （施設用） 

 (1)回答者の属性 

  ①役職・職種・経験年数 

②施設の理学療法士、作業療法士、ＳＴ、ＭＳＷの人員配置(常勤換算） 

 (2)市町村理学療法士、作業療法士の認識と連携の有無 

①市町村理学療法士、作業療法士が配置されていることの認識 

②市町村理学療法士、作業療法士との連携の有無と内容 

 (3)退院調整時の他機関連携の状況と地域包括ケアシステム 

  ①退院調整の状況 

②地域包括ケアシステムの認知度及び理解度 

(4)市町村理学療法士、作業療法士に期待すること（上位 1位から 5位） 

 

Ⅴ）分析方法 
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各回答について基本統計を求め、自由意見など自由記載については、ＳＰＳＳ Text Analytics for 

Surveys 4.0（以下，SPSS）を用いて、解析を行った。 

Ⅵ）結果 
 １）調査票 1 

回答数は 65 人（回収率 69.1％）であった。内訳は理学療法士が 35 人（回収率 74.5％）、作業療法

士が 30 人（回収率 63.8％）であった。 

 

（１） 市町村理学療法士、作業療法士の認識や関わり 

① 市町村理学療法士、作業療法士が会員として所属していることの認識 
  士会の会員に市町村理学療法士、作業療法士が所属していることについて、理学療法士は 32 人

（91.4％）、作業療法士は 24 人（80.0％）が認識していた。 

 

  Ｎ ％ 理学療法士 作業療法士 

 全体 65 100.0% 35 100.0% 30 100.0%

1 はい 56 86.2% 32 91.4% 24 80.0%

2 いいえ 7 10.8% 2 5.7% 5 16.7%

3 無回答 2 3.1% 1 2.9% 1 3.3%

 

② 士会活動への関わり 
  士会活動に役員や理事として関わっている市町村理学療法士、作業療法士は、理学療法士は 12 士

会（34.4％）、作業療法士は 12 士会（40.0％）であった。 

 

  Ｎ ％ 理学療法士 作業療法士 

 全体 65 100.0% 35 100.0% 30 100.0%

1 関わっている 24 36.9% 12 34.3% 12 40.0%

2 関わっていない 40 61.5% 23 65.7% 17 56.7%

3 知らない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

4 無回答 1 1.5% 0 0.0% 1 3.3%

 

③ 新人教育プログラム研修等への関わり 
市町村理学療法士、作業療法士が、士会の新人教育研修等で講師を担当している割合は、毎回・

時々を含めても理学療法士は 11 士会（31.5％）、作業療法士は 13士会（43.4％）であった。 

 

  Ｎ ％ 理学療法士 作業療法士 

 全体 65 100.0% 35 100.0% 30 100.0%

1 毎回担当している 8 12.3% 3 8.6% 5 16.7%

2 時々している 16 24.6% 8 22.9% 8 26.7%

3 していない 40 61.5% 24 68.6% 16 53.3%

4 無回答 1 1.5% 0 0.0% 1 3.3%

 

 

 

（２）地域の連携状況と地域連携に関する取り組み 

 ① 医療と介護のシームレスな連携の状況 

各士会の地域において、医療と介護のシームレスな連携が図られているという回答は、理学療
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法士は 7人（20.0％）、作業療法士は 7人（23.3％）であった。 

 

  Ｎ ％ 理学療法士 作業療法士 

 全体 65 100.0% 35 100.0% 30 100.0%

1 思う 14 21.5% 7 20.0% 7 23.3%

2 あまり思わない 43 66.2% 24 68.6% 19 63.3%

3 思わない 8 12.3% 4 11.4% 4 13.3%

 

また、「あまり思わない」「思わない」と回答した理由については以下のような記載があった。 

・連携している地域（地区）とそうでない地域(地区）の格差がある 

・医療から介護は少しずつできているが介護から医療へという連携がとれていない 

・情報提供等は主に書面でなされているが病院・施設により内容はまちまちであり、お互いにリハ

を配慮した十分な情報交換ができていない 

・脳血管障害、大腿骨頸部骨折等の連携パスを作成し利用を呼び掛けているが十分に利用されてい

ない           

 

② 地域包括ケアシステムの周知を図る研修の実施状況や今後の予定の有無 
会員に対する研修会等での周知については、理学療法士は 25 士会（71.4％）、作業療法士は 23 士

会（76.7％）が行っていない状況であった。 

 

  Ｎ ％ 理学療法士 作業療法士 

 全体 65 100.0% 35 100.0% 30 100.0%

1 既に行っている 17 26.2% 10 28.6% 7 23.3%

2 行っていない 48 73.8% 25 71.4% 23 76.7%

 

また、研修会等の開催について、具体的な予定がある・もしくは検討している士会は、理学療法

士は 29 士会（82.8％）、作業療法士は 27 士会（90.0％）であった。 

 

  Ｎ ％ 理学療法士 作業療法士 

 全体 65 100.0% 35 100.0% 30 100.0%

1 具体的な予定があり、今後取り組む予定である 11 16.9% 6 17.1% 5 16.7%

2 具体的な予定はないが、検討している 45 69.2% 23 65.7% 22 73.3%

3 予定も検討もしていない 9 13.8% 6 17.1% 3 10.0%

 

 

（３） 市町村理学療法士、作業療法士に期待すること 

【第 1位】  

市町村理学療法士、作業療法士に期待することの第 1位では、「多職種連携のためのネットワーク

づくり」が 18 件（27.7％）と最も多く、次いで、「市町村の施策等に関する情報発信」が 14 件（21.5％）、

「行政機関、住民へのセラピストの職能啓発」が 11 件（16.9％）であった。 

また、「多職種連携のためのネットワークづくり」と回答した者の全ては、各士会に市町村理学療

法士、作業療法士が会員として所属していることを知っていた。一方、市町村理学療法士、作業療

法士を知らないと回答した者は、「市町村の施策等に関する発信」を選択する者が多かった。 
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Ｎ ％

全体 65 100.0% 35 100.0% 30 100.0% 56 100.0% 7 100.0%

1 クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 5 7.7% 3 8.6% 2 6.7% 4 7.1% 1 14.3%

2 多職種連携のためのネットワークづくり 18 27.7% 11 31.4% 7 23.3% 17 30.4% 0 0.0%

3 退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 1 1.5% 0 0.0% 1 3.3% 1 1.8% 0 0.0%

4 住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談支援や制度策定・制度管理等 2 3.1% 0 0.0% 2 6.7% 2 3.6% 0 0.0%

5 高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護予防事業の企画 4 6.2% 2 5.7% 2 6.7% 3 5.4% 1 14.3%

6 生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

7 行政機関、住民へのセラピストの職能啓発 11 16.9% 9 25.7% 2 6.7% 10 17.9% 1 14.3%

8 地域のリハビリテーションニーズの掘り起し 6 9.2% 1 2.9% 5 16.7% 5 8.9% 1 14.3%

9 診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

10 市町村の施策等に関する情報発信 14 21.5% 7 20.0% 7 23.3% 10 17.9% 3 42.9%

11 その他 4 6.2% 2 5.7% 2 6.7% 4 7.1% 0 0.0%

12 無回答 0 0 0

【1位】

Q1無回答2

ＰＴ ＯＴ Ｑ１　知っている Ｑ１　知らない

 
  

 

【第 2位】  

市町村理学療法士、作業療法士に期待することの第 2位では、「退院調整・地域ケアサービスのコー

ディネート」が 14 件（21.5％）と最も多く、次いで、「地域のリハビリテーションニーズの掘り起し」

と、「市町村の施策等に関する情報発信」が 10件（15.4％）であった。 

 

Ｎ ％

全体 65 100.0% 35 100.0% 30 100.0% 56 100.0% 7 100.0%

1 クリティカルパスなど医療=機関同士の連携づくり 2 3.1% 2 5.7% 0 0.0% 2 3.6% 0 0.0%

2 多職種連携のためのネットワークづくり 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

3 退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 14 21.5% 9 25.7% 5 16.7% 13 23.2% 1 14.3%

4 住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談支援や制度策定・制度管理等 7 10.8% 3 8.6% 4 13.3% 7 12.5% 0 0.0%

5 高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護予防事業の企画 5 7.7% 1 2.9% 4 13.3% 5 8.9% 0 0.0%

6 生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画 4 6.2% 3 8.6% 1 3.3% 3 5.4% 1 14.3%

7 行政機関、住民へのセラピストの職能啓発 7 10.8% 3 8.6% 4 13.3% 5 8.9% 1 14.3%

8 地域のリハビリテーションニーズの掘り起し 10 15.4% 6 17.1% 4 13.3% 7 12.5% 2 28.6%

9 診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信 4 6.2% 1 2.9% 3 10.0% 2 3.6% 2 28.6%

10 市町村の施策等に関する情報発信 10 15.4% 6 17.1% 4 13.3% 10 17.9% 0 0.0%

11 その他 1 1.5% 0 0.0% 1 3.3% 1 1.8% 0 0.0%

12 無回答 1 1.5% 1 2.9%

【2位】

Q1無回答2

ＰＴ ＯＴ Ｑ１　知っている Ｑ１　知らない

 
 

【第 3位】  

市町村理学療法士、作業療法士に期待することの第 3位では、「住宅改修、福祉用具等住環境整備に

関する相談支援や制度策定・制度管理等」と、「地域のリハビリテーションニーズの掘り起し」が 16
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件（24.6％）と最も多く、次いで、「高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護予防事業の企画」

が 9件（13.8％）であった。 

 

Ｎ ％

全体 65 100.0% 35 100.0% 30 100.0% 55 100.0% 7 100.0%

1 クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 3 4.6% 1 2.9% 2 6.7% 3 5.5% 0 0.0%

2 多職種連携のためのネットワークづくり 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

3 退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 1 1.5% 0 0.0% 1 3.3% 1 1.8% 0 0.0%

4 住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談支援や制度策定・制度管理等 16 24.6% 10 28.6% 6 20.0% 13 23.6% 3 42.9%

5 高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護予防事業の企画 9 13.8% 6 17.1% 3 10.0% 8 14.5% 0 0.0%

6 生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画 5 7.7% 1 2.9% 4 13.3% 5 9.1% 0 0.0%

7 行政機関、住民へのセラピストの職能啓発 6 9.2% 3 8.6% 3 10.0% 4 7.3% 1 14.3%

8 地域のリハビリテーションニーズの掘り起し 16 24.6% 9 25.7% 7 23.3% 14 25.5% 2 28.6%

9 診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信 2 3.1% 1 2.9% 1 3.3% 2 3.6% 0 0.0%

10 市町村の施策等に関する情報発信 6 9.2% 3 8.6% 3 10.0% 5 9.1% 1 14.3%

11 その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

12 無回答 1 1.5% 1 2.9% 0 0.0%

【3位】

Q1無回答2、Q7-3無回答1

ＰＴ ＯＴ Ｑ１　知っている Ｑ１　知らない

 
 

 

【第 4位】 

市町村理学療法士、作業療法士に期待することの第 4位では、「高齢者の体力づくり・閉じこもり予

防等の介護予防事業の企画」が 18 件（27.7％）と最も多く、次いで、「住宅改修、福祉用具等住環境

整備に関する相談支援や制度策定・制度管理等」が 11 件（16.9％）、「生活習慣病予防などの健康づく

り事業の企画」が 10 件（15.4％）であった。 

 

Ｎ ％

全体 65 100.0% 35 100.0% 30 100.0% 55 100.0% 7 100.0%

1 クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 2 3.1% 0 0.0% 2 6.7% 1 1.8% 1 14.3%

2 多職種連携のためのネットワークづくり 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

3 退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 4 6.2% 1 2.9% 3 10.0% 2 3.6% 1 14.3%

4 住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談支援や制度策定・制度管理等 11 16.9% 7 20.0% 4 13.3% 11 20.0% 0 0.0%

5 高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護予防事業の企画 18 27.7% 12 34.3% 6 20.0% 16 29.1% 1 14.3%

6 生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画 10 15.4% 7 20.0% 3 10.0% 10 18.2% 0 0.0%

7 行政機関、住民へのセラピストの職能啓発 8 12.3% 4 11.4% 4 13.3% 6 10.9% 2 28.6%

8 地域のリハビリテーションニーズの掘り起し 3 4.6% 0 0.0% 3 10.0% 2 3.6% 1 14.3%

9 診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信 4 6.2% 3 8.6% 1 3.3% 4 7.3% 0 0.0%

10 市町村の施策等に関する情報発信 4 6.2% 0 0.0% 4 13.3% 3 5.5% 1 14.3%

11 その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

12 無回答 1 1.5% 1 2.9% 0 0.0%

【4位】

Q1無回答2、Q7-3無回答1

ＰＴ ＯＴ Ｑ１　知っている Ｑ１　知らない
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【第 5位】 

市町村理学療法士、作業療法士に期待することの第 5位では、「生活習慣病予防などの健康づくり事

業の企画」が 12 件（18.5％）と最も多く、次いで、「市町村の施策等に関する情報発信」が 11 件（16.9％）、

「退院調整、地域ケアサービスのコーディネート」と「住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相

談支援や制度策定・制度管理等」が 9件（13.8％）であった。 

 

Ｎ ％

全体 65 100.0% 35 100.0% 30 100.0% 55 100.0% 7 100.0%

1 クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 4 6.2% 2 5.7% 2 6.7% 3 5.5% 1 14.3%

2 多職種連携のためのネットワークづくり 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

3 退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 9 13.8% 4 11.4% 5 16.7% 7 12.7% 2 28.6%

4 住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談支援や制度策定・制度管理等 9 13.8% 2 5.7% 7 23.3% 6 10.9% 3 42.9%

5 高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護予防事業の企画 5 7.7% 3 8.6% 2 6.7% 5 9.1% 0 0.0%

6 生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画 12 18.5% 6 17.1% 6 20.0% 10 18.2% 1 14.3%

7 行政機関、住民へのセラピストの職能啓発 4 6.2% 2 5.7% 2 6.7% 4 7.3% 0 0.0%

8 地域のリハビリテーションニーズの掘り起し 6 9.2% 4 11.4% 2 6.7% 6 10.9% 0 0.0%

9 診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信 3 4.6% 3 8.6% 0 0.0% 2 3.6% 0 0.0%

10 市町村の施策等に関する情報発信 11 16.9% 7 20.0% 4 13.3% 11 20.0% 0 0.0%

11 その他 1 1.5% 1 2.9% 0 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

12 無回答 1 1.5% 1 2.9% 0 0.0%

【5位】

Q1無回答2、Q7-3無回答1

ＰＴ ＯＴ Ｑ１　知っている Ｑ１　知らない

 
 

その他の自由記載としては、以下のような記載があった。 

・まず行政に理学療法士、作業療法士を配置したい 

・士会組織との情報交換、連携強化等、積極的な活動をお願いしたい 

・ユニバーサルな街づくりへの参画、政策作りへの関与と総合的な行政職としての活躍を期待する 

 

④ 行政理学療法士、作業療法士、地域包括ケアシステムに関しての意見について 
自由意見について、ＳＰＳＳ Text Analytics for Surveys 4.0（以下、SPSS）を用いて、解析

を行ったところ、以下のとおり、＜行政＞、＜地域包括ケアシステム＞、＜理学療法士，作業療法

士＞、＜中＞、＜県＞、＜医療＞、＜事業＞といったキーワードが得られた。これらについて再度

カテゴリー化を行った結果、＜セラピスト＞、＜医療と行政＞、＜つなぐ＞といったキーワードに

整理された。 

作業療法士 18

行政/行政+<> 18

理学療法士 16

システム/システム+<>/地域包括ケアシステム+<> 12

中+<> 9

県/県+<> 8

医療+<> 5

事業+<> 5

セラピスト 5
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２）調査票 2  

（１）回答者の属性 

 回答数は 86 人（回収率 71.7％）で、内訳は、理学療法士 77人、作業療法士 7人であった。 

回答者の平均経験年数は、17.8±7.7 年であった。また、施設に所属する理学療法士、作業療法士は

平均 24 名であった。 

 

 

(２)市町村理学療法士、作業療法士の認識と連携の有無 

① 市町村理学療法士、作業療法士が配置されていることの認識 

 施設の所属する地域に、市町村理学療法士、作業療法士が所属していることを認識している者は、

62 人(72.1％）で、認識していない者は、22 人（25.6％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  市町村理学療法士、作業療法士との連携の有無と内容 
  市町村理学療法士、作業療法士と連携して仕事をしたことがあるとの者は、27 人(31.4％）で、56

人（65.1％）は仕事をしたことがないと回答していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携の内容については、「住宅改修、福祉用具等住環境整備の個別支援」が 13 件(48.1％)と最も

多く、次いで、「他職種連携のためのネットワークづくり」が 10 件(37.0％）、「高齢者の体力づくり、

閉じこもり予防などの介護予防事業」が 10 件（37.0％）であった。その他として、「障害児・者の

病院と地域の情報交換」や「補装具申請および作製」、「講演会」等があった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｎ ％ 

 全体 86 100.0% 

1 はい 62 72.1% 

2 いいえ 22 25.6% 

3 無回答 2 2.3% 

  Ｎ ％ 

 全体 86 100.0% 

1 ある 27 31.4% 

2 ない 56 65.1% 

3 無回答 3 3.5% 

  Ｎ ％ 

 全体 27 100.0%

1 クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 7 25.9%

2 他職種連携のためのネットワークづくり 10 37.0%

3 退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 9 33.3%

4 住宅改修、福祉用具等住環境整備の個別支援 13 48.1%

5 高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護予防事業 10 37.0%

6 生活習慣病予防などの健康づくり事業 3 11.1%

7 その他 5 18.5%
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（３） 退院調整時の他機関連携の状況と地域包括ケアシステム 

  ① 退院調整の状況 

   退院調整について、「退院時カンファレンスなどの場でケアマネジャーに直接情報提供を行って

いる」と回答した者は 37 人(43.0％）、「ＭＳＷに任せている」が 23 人(26.7％）、「クリティカル

パスなど書面を通じて退院調整をしている」が、13 人（15.1％）であった。 

   その他の回答では、「退院調整はＭＳＷ、Ｄｒ、Ｎｒｓなど退院支援チームがある」、「ケアマネ

ジャーやＭＳＷに必要事項を説明し、後日書面を提出するなど相談対応の場を設けている」など

の意見があった。 

     

  Ｎ ％ 

 全体 86 100.0%

1 クリティカルパスなど書面を通じて退院調整をしている 13 15.1%

2 退院時カンファレンスなどの場でケアマネジャーに直接情報提供を行っている 37 43.0%

3 退院調整はＭＳＷに任せている 23 26.7%

4 その他 9 10.5%

5 無回答 4 4.7%

 

  ② 地域包括ケアシステムの認知度及び理解度 

  「地域包括ケアシステム」という言葉と内容をある程度知っている者は、33 人（38.4％）であっ

た。また、「言葉は訊いたことがあるが内容等はあまり知らない」が 43 人（50.0％）、「言葉が訊

いたことがあるが、内容等は全く知らない」が 7人（8.1％）、「言葉も訊いたことがない」が 2人

（2.3％）であった。 

 

  Ｎ ％ 

 全体 86 100.0%

1 言葉も訊いたことはあるし、内容等もある程度知っている 33 38.4%

2 言葉は訊いたことがあるが、内容等は余り知らない 43 50.0%

3 言葉は訊いたことがあるが、内容等は全く知らない 7 8.1%

4 言葉も訊いたことがない  2 2.3%

5 無回答 1 1.2%
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（４） 市町村理学療法士・作業療法士に期待すること 

 【第 1位】 

  市町村理学療法士、作業療法士に期待することの第 1位では、「多職種連携のためのネットワーク

づくり」が 17 件（19.8％）と最も多く、次いで、「高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介

護予防事業の企画」が 14 件（16.3％）、「退院調整、地域ケアサービスのコーディネート」が 10 件

（11.6％）であった。 

  
【1位】 回答 (％) Q1知ってる (%) Q1知らない (%) 無回答

クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 8 9.3% 5 8.1% 3 13.6% 0
多職種連携のためのネットワークづくり 17 19.8% 15 24.2% 2 9.1% 0
退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 10 11.6% 6 9.7% 4 18.2% 0
住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談
支援や制度策定・制度管理等

5 5.8% 3 4.8% 2 9.1% 0

高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護
予防事業の企画

14 16.3% 11 17.7% 3 13.6% 0

生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画 1 1.2% 1 1.6% 0 0.0% 0
行政機関、住民へのセラピストの職能啓発 1 1.2% 1 1.6% 0 0.0% 0
地域のリハビリテーションニーズの掘り起し 8 9.3% 6 9.7% 1 4.5% 1
診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信 9 10.5% 5 8.1% 4 18.2% 0
市町村の施策等に関する情報発信 9 10.5% 6 9.7% 3 13.6% 0
その他 2 2.3% 2 3.2% 0 0.0% 0
無回答 2 2.3% 1 1.6% 0 0.0% 1
総計 86 100.0% 62 100.0% 22 100.0% 2  
 

  

【第 2位】 

 市町村理学療法士、作業療法士に期待することの第 2位では、「退院調整・地域ケアサービスのコー

ディネート」が 30 件（34.9％）と最も多く、次いで、「生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画」

が 12 件（14.0％）、「地域のリハビリテーションニーズの掘り起し」が 8件（9.3％）であった。 

 

【2位】 回答 (％) Q1知ってる (%) Q1知らない (%) 無回答

クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 5 5.8% 5 8.1% 0 0.0% 0
多職種連携のためのネットワークづくり 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0
退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 30 34.9% 20 32.3% 10 45.5% 0
住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談
支援や制度策定・制度管理等

5 5.8% 4 6.5% 1 4.5% 0

高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護
予防事業の企画

8 9.3% 4 6.5% 3 13.6% 1

生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画 12 14.0% 10 16.1% 2 9.1% 0
行政機関、住民へのセラピストの職能啓発 4 4.7% 4 6.5% 0 0.0% 0
地域のリハビリテーションニーズの掘り起し 8 9.3% 4 6.5% 4 18.2% 0
診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信 3 3.5% 3 4.8% 0 0.0% 0
市町村の施策等に関する情報発信 7 8.1% 5 8.1% 2 9.1% 0
その他 1 1.2% 1 1.6% 0 0.0% 0
無回答 3 3.5% 2 3.2% 0 0.0% 1
総計 86 100.0% 62 100.0% 22 100.0% 2  
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【第 3位】  

 市町村理学療法士、作業療法士に期待することの第3位では、「地域のリハビリテーションニーズの

掘り起し」が14件（16.3％）と最も多く、次いで、「住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談

支援や制度策定・制度管理等」が13件（15.1％）、「高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護

予防事業の企画」が12件（14.0％）であった。 

 

【3位】 回答 (％) Q1知ってる (%) Q1知らない (%) 無回答

クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 9 10.5% 4 6.5% 5 22.7% 0
多職種連携のためのネットワークづくり 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0
退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 5 5.8% 5 8.1% 0 0.0% 0
住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談
支援や制度策定・制度管理等

13 15.1% 8 12.9% 5 22.7% 0

高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護
予防事業の企画

12 14.0% 10 16.1% 2 9.1% 0

生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画 7 8.1% 3 4.8% 3 13.6% 1
行政機関、住民へのセラピストの職能啓発 7 8.1% 6 9.7% 1 4.5% 0
地域のリハビリテーションニーズの掘り起し 14 16.3% 12 19.4% 2 9.1% 0
診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信 8 9.3% 5 8.1% 3 13.6% 0
市町村の施策等に関する情報発信 7 8.1% 7 11.3% 0 0.0% 0
その他 1 1.2% 0 0.0% 1 4.5% 0
無回答 3 3.5% 2 3.2% 0 0.0% 1
総計 86 100.0% 62 100.0% 22 100.0% 2  
 

 

【第 4位】 

市町村理学療法士、作業療法士に期待する役割の第 4位では、「高齢者の体力づくり、閉じこもり予

防などの介護予防事業の企画」が 18 件（20.9％）と最も多く、次いで、「住宅改修、福祉用具等住環

境整備に関する相談支援や制度策定・制度管理等」が 16 件（18.6％）、「地域リハビリテーションニー

ズの掘り起し」が 10 件（11.6％）であった。 
 

【4位】 回答 (％) Q1知ってる (%) Q1知らない (%) 無回答

クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 6 7.0% 5 8.1% 1 4.5% 0
多職種連携のためのネットワークづくり 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0
退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 7 8.1% 6 9.7% 1 4.5% 0
住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談
支援や制度策定・制度管理等

16 18.6% 11 17.7% 5 22.7% 0

高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護
予防事業の企画

18 20.9% 13 21.0% 5 22.7% 0

生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画 7 8.1% 7 11.3% 0 0.0% 0
行政機関、住民へのセラピストの職能啓発 5 5.8% 2 3.2% 3 13.6% 0
地域のリハビリテーションニーズの掘り起し 10 11.6% 6 9.7% 4 18.2% 0
診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信 6 7.0% 4 6.5% 1 4.5% 1
市町村の施策等に関する情報発信 6 7.0% 5 8.1% 1 4.5% 0
その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0
無回答 5 5.8% 3 4.8% 1 4.5% 1
総計 86 100.0% 62 100.0% 22 100.0% 2  
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【第 5位】 

 市町村理学療法士、作業療法士に期待することの第 5位では、「生活習慣病予防などの健康づくり事

業の企画」が17件（19.8％）と最も多く、次いで、「市町村等の施策等に関する情報発信」が16件（18.6％）、

「地域リハビリテーションニーズの掘り起し」が 11 件（12.8％）であった。 
 

【5位】 回答 (％) Q1知ってる (%) Q1知らない (%) 無回答

クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 5 5.8% 2 3.2% 3 13.6% 0
多職種連携のためのネットワークづくり 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0
退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 3 3.5% 3 4.8% 0 0.0% 0
住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談
支援や制度策定・制度管理等

6 7.0% 6 9.7% 0 0.0% 0

高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護
予防事業の企画

10 11.6% 9 14.5% 1 4.5% 0

生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画 17 19.8% 12 19.4% 4 18.2% 1
行政機関、住民へのセラピストの職能啓発 4 4.7% 2 3.2% 2 9.1% 0
地域のリハビリテーションニーズの掘り起し 11 12.8% 6 9.7% 5 22.7% 0
診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信 7 8.1% 5 8.1% 2 9.1% 0
市町村の施策等に関する情報発信 16 18.6% 12 19.4% 4 18.2% 0
その他 1 1.2% 1 1.6% 0 0.0% 0
無回答 6 7.0% 4 6.5% 1 4.5% 1
総計 86 100.0% 62 100.0% 22 100.0% 2  
  

その他の自由記載としては、以下のような記載があった。 

・障害児・者に対するリビリテーション活動 

・行政機関内における、仕事の視える化、情報発信 

・各施設の特徴を自分の目で確かめる、現場で働く理学療法士、作業療法士からの意見・要望を聞

く場を定期的に持ってほしい 

・二次医療圏内でちゃんと患者の流れが確立する様に指導してほしい 

 

(6)行政理学療法士、作業療法士、地域包括ケアシステムに関しての意見について 

自由意見について、ＳＰＳＳ Text Analytics for Surveys 4.0（以下、SPSS）を用いて、解析を

行ったところ、以下のとおり、＜地域＞＜行政＞＜地域包括ケアシステム＞＜理学療法士、作業療法

士＞＜必要＞＜医療＞＜中＞＜介護＞＜情報発信＞＜役割＞といったキーワードが得られた。これら

について、再度カテゴリー化を行った結果、＜行政＞＜地域＞＜医療と介護＞＜システム＞＜情報発

信＞といったキーワードに整理された。 
 

地域+<> 13

行政 13

理学療法士 11

作業療法士 10

地域包括ケアシステム 9

必要+<> 8

医療+<> 8

中 7

介護+<> 7

情報発信 6

役割 5
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Ⅶ） 考察 

  士会長向け調査、病院・施設向け調査のいずれも、市町村理学療法士、作業療法士に期待する役

割として、「多職種連携のためのネットワークづくり」が多く、その選択者全員は、市町村理学療法

士、作業療法士の存在を認識していたことから、聞き取り調査の成功要因の結果に示したセラピス

トも含めた医療や介護の＜関係者が協力しやすい環境づくり＞＜情報の共有＞＜生活圏域＞である

地域をキーワードにした事業を展開することが必要であり、そうした活動に、市町村理学療法士、

作業療法士が大いに貢献できるものと考えられた。 

 しかし、その一方で、市町村理学療法士、作業療法士の存在を認識していない士会長は、市町村

理学療法士、作業療法士に期待する役割として、「市町村の施策等に関する情報発信」が多く、市町

村理学療法士、作業療法士の認識をしていない病院・施設の理学療法士、作業療法士は、「退院調整、

地域ケアサービスのコーディネート」や「診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信」が多かった

ことから、行政以外の理学療法士、作業療法士に対して、積極的に情報発信を行い、理学療法士、

作業療法士を含めた「多職種連携のためのネットワークづくり」の活動を行うことが必要であると

考えられた。特に病院・施設の理学療法士、作業療法士の連携に際しては、個別の事例の連携にと

どまらず、個々の事例や事業結果から地域課題を発見し、予防を含む幅広い視点からの施策展開が

求められていると考えられた。 

 

Ⅷ）まとめ 

 行政以外の職域で働く理学療法士、作業療法士は、市町村理学療法士、作業療法士に対し、「多職種

連携のためのネットワークづくり」や「市町村の施策等に関する情報発信」を期待していることが確

認できた。 

 これらの期待に応えるためには、聞き取り調査の成功要因に示したキーワードである、＜関係者が

協力しやすい環境づくり＞＜情報の共有＞＜生活圏域＞を意識した事業を展開していくことが重要で

あることが確認できた。 

 また、市町村理学療法士、作業療法士の活動の周知不足が明確になったことから、市町村理学療法

士、作業療法士の役割をより積極的に啓発していくことの必要性が示唆された。 

 今回のアンケート結果を踏まえ、今後も市町村理学療法士、作業療法士の効果的な事業展開のあり

方について研究をすすめていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-18-



＜都道府県士会長向け アンケート用紙＞ 

 
この調査は、行政機関に勤務する理学療法士および作業療法士の存在やその取り組みに対する認識や、

貴会が今後期待する取り組みを明らかにすることを目的にしています。「行政に所属する理学療法士あ

るいは作業療法士」を、以後、「行政 PT・OT」と称します。回答に際し、指定がない場合は現時点の

状況をお答えください。 

 

 

（回答者）  士会名：                     

会長名：                     
 
■この問では、貴会における行政 PT・OT に対する認識をお尋ねします。 

 

問１ 貴会の会員に、行政機関に以下、行政ＰＴ･ＯＴがいることを知っていますか？（答え

は１つ） 

    

□ はい       □ いいえ 

 
■この問では、貴会と行政 PT・OT との関わりについてお尋ねします。 

 

問２ 貴士会の活動について、行政ＰＴ・ＯＴが役員や理事等として関わっていますか？（答

えは１つ） 

 

   □ 関わっている   □ 関わっていない    □ 知らない 

 

問３ 過去３年についてお答えください。貴会が実施する新人教育プログラム研修等について、

行政ＰＴ・ＯＴが講師等を担当しましたか？（答えは１つ） 

    

   □ 毎回担当している □ 時々している     □ していない 

 
■この問では、地域の連携状況と地域連携に関する貴会の取り組みをお尋ねします。 

 

問４ 貴会がある都道府県において、医療と介護のシームレスな連携は図れていると思います

か？（答えは１つ） 

 

□ 思う       □ あまり思わない    □ 思わない 

 

問４－２ 「問４」で「あまり思わない」「思わない」とお答えした方のみお答えください。

なぜそう思いますか。（自由回答） 
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問５ 「地域包括ケアシステム」に関して、会報や研修会等で会員に周知を図っていますか？ 

（答えは１つ） 

 

   □ 既に行っている 

   □ 行っていない 

 

問６ また、今後取り組む予定はありますか。（答えは１つ） 

 

□ 具体的な予定があり、今後取り組む予定である                  

   □ 具体的な予定はないが、検討している。 

   □ 予定も検討もしていない 

 
■この問では、貴会が行政 PT・OT に期待することお尋ねします。 

 

問７ 県会として、行政ＰＴ・ＯＴにどんな役割を望みますか？ 

（上位 1位～5位まで記入をしてください）  
 

 順位 

（  ） クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 

  （  ） 多職種連携のためのネットワークづくり 

（  ） 退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 

  （  ） 住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談支援や制度策定・ 

制度管理等 

  （  ） 高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護予防事業の企画 

  （  ） 生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画 

  （  ） 行政機関、住民へのセラピストの職能啓発 

  （  ） 地域のリハビリテーションニーズの掘り起し 

  （  ） 診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信 

  （  ） 市町村の施策等に関する情報発信 

  （  ） その他（                         ） 
 

＜自由記載＞ 
その他、行政機関に所属する理学療法士もしくは作業療法士、地域包括ケアシステムに関して

の意見など、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ たくさんの質問にご回答いただき、誠にありがとうございました。 
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＜医療・介護施設理学療法士、作業療法士向けアンケート用紙＞ 

 
この調査は、行政機関に勤務する理学療法士および作業療法士の存在やその取り組みに対する認識や、

今後期待する取り組みを明らかにすることを目的にしています。「行政に所属する理学療法士あるいは

作業療法士」を、以後、「行政 PT・OT」と称します。回答に際し、指定がない場合は現時点の状況を

お答えください。 

 

 

【回答者属性】 役職  （          ） 

職種  （          ） 

経験年数（        ）年 

         貴施設の人員配置（常勤換算） ＰＴ （    ）人 

       ＯＴ （    ）人 

         ＳＴ  (       ) 人 

         ＭＳＷ（    ）人 

 

問１ あなたが勤務する施設の自治体に、行政機関に所属する理学療法士もしくは作業療法士

（以下、行政ＰＴ･ＯＴ）がいることを知っていますか？ 

    

□ はい           □ いいえ    

 

 

問２ 行政ＰＴ・ＯＴと連携して仕事をしたことがありますか？ 

 

   □ ある → 問３以降へ   □ ない → 問４以降へ 

 

 

問３ どのようなことを行政ＰＴ・ＯＴと連携して行いましたか？（複数回答可） 

    

□ クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 

   □ 他職種連携のためのネットワークづくり 

□ 退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 

   □ 住宅改修、福祉用具等住環境整備の個別支援 

   □ 高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護予防事業 

   □ 生活習慣病予防などの健康づくり事業 

   □ その他（                           ） 

 

 

問４ 退院調整において、他職種や他機関とどのように連携していますか？（最も頻度が多い

ものを一つ） 

   □ クリティカルパスなど書面を通じて退院調整をしている 

□ 退院時カンファレンスなどの場でケアマネジャーに直接情報提供を行っている 
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   □ 退院調整はＭＳＷに任せている 

   □ その他（                         ） 

 

問５ 「地域包括ケアシステム」という言葉をご存知ですか？ 

 

   □ 言葉も訊いたことはあるし、内容等もある程度知っている  

   □ 言葉は訊いたことがあるが、内容等は余り知らない     

   □ 言葉は訊いたことがあるが、内容等は全く知らない     

   □ 言葉も訊いたことがない                 

 

     

問６ 行政ＰＴ・ＯＴにどんな役割を望みますか？ 

（上位 1位～5位まで記入をしてください） 

 

   順位 

（  ） クリティカルパスなど医療機関同士の連携づくり 

  （  ） 多職種連携のためのネットワークづくり 

（  ） 退院調整、地域ケアサービスのコーディネート 

  （  ） 住宅改修、福祉用具等住環境整備に関する相談支援や制度策定・ 

制度管理等 

  （  ） 高齢者の体力づくり、閉じこもり予防などの介護予防事業の企画 

  （  ） 生活習慣病予防などの健康づくり事業の企画 

  （  ） 行政機関、住民へのセラピストの職能啓発 

  （  ） 地域のリハビリテーションニーズの掘り起し 

  （  ） 診療報酬・介護報酬改定に関する情報発信 

  （  ） 市町村の施策等に関する情報発信 

  （  ）  その他（                        ） 
 

＜自由記載＞ 
その他、行政機関に所属する理学療法士もしくは作業療法士、地域包括ケアシステムに関して

の意見など、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ たくさんの質問にご回答いただき、誠にありがとうございました。 
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第４章 研究成果 

 
Ⅰ 地域保健総合推進事業 発表会 

 
A． 目的 
平成 23 年度の本研究に引き続き、市町村ＰＴ、ＯＴが、連携の仕組みづくりを通して事業を展開し

ている事例の担当者にインタビュー調査を行い、その成功要因を明らかにすること。さらに、行政以

外の職域のＰＴ、ＯＴに対して、市町村ＰＴ、ＯＴに関する認識や期待を調査することで、今後の市

町村ＰＴ、ＯＴの活動のあり方を検討することを目的とする。 

 

B． 対象と方法 

１）インタビュー調査 

 昨年度の本研究において、未調査地域である 4 市町村ＰＴ、ＯＴを対象に、半構造的インタビュー

調査を実施。調査員は事前に研修を受け、統一した手続きに則り実施した。なお、対象者１名に対し

てインタビューアー2 名で実施した。 

 主たる調査内容は、成功要因に関する項目、仕組みづくりにおける市町村ＰＴ、ＯＴの役割（以下、

役割）に関する項目など 11 項目。インタビュー調査実施前に、対象者には事業の取り組みを時系列で

記載後、それをもとに回答してもらった。調査内容は、本人の同意を得て録音し、その後、調査員の

代表者が用語や言い回しの統一修正を行い、ＳＰＳＳ Text Analytics for Surveys 4.0（以下、SPSS）

にてテキストマイニグの手法に則りサブカテゴリー分けを行った。そのサブカテゴリーについて類似

性が高いカテゴリーを調査員でまとめ、コアカテゴリーとした。 

２）アンケート調査 

 市町村ＰＴ、ＯＴに関する認識と期待、地域包括ケアシステムに関してＰＴ、ＯＴ両協会の都道府

県士会長 94 人（ＰＴ47 人、ＯＴ47 人）に、また市町村ＰＴ、ＯＴ の配置が確認されている市町村に

ある急性期病棟を有する病院 214 施設、回復期リハビリテーション病棟を有する病院 356 施設、介護

老人保健施設 205 施設から無作為に抽出した各 120 施設にアンケート調査を行った。 

3）倫理的配慮 

 インタビューは研究主旨、データの取り扱い、対象者の人権擁護、個人情報の保護に関して、面接

開始前に口頭で説明し、同意を得た後に対象となる市町首長に公文書による協力依頼を行い正式な文

行政の理学療法士、作業療法士が関与する効果的な事業展開に関する研究 
 

事業代表者  半田一登（公益社団法人日本理学療法士協会会長） 

中村春基（一般社団法人日本作業療法士協会会長） 

分担事業者  内山 靖（公益社団法人日本理学療法士協会 
清水順市（一般社団法人日本作業療法士協会） 

事業協力者  逢坂伸子、大丸幸、川村謙吉、後藤美枝、小塚典子、小森昌彦、田中康之、 
戸松好恵、西村佳代子、福島勉、安本勝博、諸冨真理、吉田俊之

《要旨》市町村に勤務する理学療法士、作業療法士（以下ＰＴ、ＯＴ）が実践している連携

の仕組みづくりについてインタビュー調査を行った結果、＜関係者が協力しやすい環境づく

り＞＜情報の共有＞＜住民参加＞＜全小学校区（生活圏域）＞の 4 つの成功要因が抽出され

た。また、市町村ＰＴ、ＯＴの認識・期待に関するアンケートを医療・介護分野のＰＴ、Ｏ

Ｔと都道府県士会長に実施した結果、「多職種連携によるネットワークづくり」と「行政施

策の情報配信」への期待が多かった。 
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書合意の下に実施した。アンケートの回答は匿名性を確保し、非連続性のデータとして処理すること

を書面にて説明し、返書を持って同意を得られたものとした。 

 

C． 結果 

１）聞き取り調査 

（＜＞はコアカテゴリー、｛｝はサブカテゴリー） 

① 成功要因の結果 
SPSS により 10個のサブカテゴリーが抽出され、類似性に沿って整理し、＜関係者が協力しやすい環

境づくり＞＜情報の共有＞＜住民参加＞＜全小学校区（生活圏域）＞の４つのコアカテゴリーに分類

された。 これらのカテゴリーのつながりを文章化すると「事業の成功要因は、｛医師｝や｛ケアマネ

ジャー｝などの医療介護領域の他職種に対して、＜関係者が協力しやすい環境づくり＞を意識し、｛事

例検討会｝等を通じた＜情報の共有＞に努め、＜住民参加＞による事業の組み立てを考えていた。ま

た＜全小学校区（生活圏域）＞の事業化を意識していた。」と整理された。 

② 役割 
 7 個のサブカテゴリーが抽出され、さらに＜健康づくり＞、＜つなぎ役＞、＜行政機能＞の 3つのコ

アカテゴリーが分類された。これらのカテゴリーのつながりを文章化すると「市町村のＰＴ、ＯＴの

役割は｛介護予防｝にとどまらず、広く住民の＜健康づくり＞に資することを前提に、事業の企画や

｛市民｝に関わり、｛行政主導｝で協働の姿勢をもつ＜行政機能＞が重要である。また、介護職にとっ

ては医療職との｛連携｝は敷居が高く、行政ＰＴ、ＯＴ がその＜つなぎ役＞として機能すること。」

と整理された。 

２）アンケート調査 

① 士会長を対象とした調査 

回答数 65 人（回収率 69.1％）。内訳としてＰＴが 34 人（52.3％）、ＯＴが 31 人（47.7％）。市町村

ＰＴ、ＯＴの配置の有無は 56 人（86.2%）が認識をしていた。地域包括ケアシステムについて、会員

への周知活動を行っている士会は 17(26.2%)、今後取り組む予定がある士会が 11（16.9%）、現在検討

中が 45（69.2%）であった。 

市町村ＰＴ、ＯＴに最も期待する役割としては、「多職種連携のためのネットワークづくり」が 18

人（27.7％）、次いで「市町村の施策等に関する情報発信」が 14 人（21.5％）、「行政機関，住民への

セラピストの職能啓発」が 11 人（16.9％）であった。 

② 病院・老人保健施設向け調査 
回答数 86 件（回収率 71.7％）。回答者の内訳としてＰＴ77 件（89.5％）、ＯＴ７件（8.1％）。市町

村ＰＴ、ＯＴの配置の有無は 62 件（72.1%）が認識をしていた。しかし、その中で市町村ＰＴ、ＯＴ

と連携したことがあるとの回答は 26 件（41.9％）であった。連携して取り組んだ主な業務は，「住環

境整備の個別支援」が 12 件（46.2%）、次いで「介護予防事業」10 件（38.5%）、「多職種連携のための

ネットワークづくり」10 件（38.5%）であった。 

地域包括ケアシステムに関する認識は「言葉は知っているが内容はあまり知らない」と「言葉は知

っているが内容を全く知らない」を合算すると 50 件（58.1%）、「言葉も内容も知っている」が 33 件

（38.4％）であった。 

市町村ＰＴ、ＯＴに最も期待する役割としては、「多職種連携のためのネットワークづくり」が 17

件（20％）、次いで「介護予防の企画」が 14 件（16.2%）であった。 

 

D． 考察 

１）インタビュー調査 

 今回の 4事例から、「成功要因」および「役割」の両者に共通して、多職種がより良い連携を図れる

環境づくりを市町村ＰＴ、ＯＴが行うことの必要性が確認された。このように、行政が環境整備やつ

なぎ役になる必要性は、他の市町村保健福祉職種の活動報告と同様に、ＰＴ、ＯＴは市町村という職
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域の中で直接的な徒手技術の提供にとどまらない活動の重要性が認められた。 

また、「成功要因」で上げられた｛住民参加｝について、市町村ＰＴ、ＯＴがヘルスプロモーション

活動に関与できていると考えられた。これは「役割」の中でも認められた行政としてどのように住民

と協働していくかを構築していくことに他ならないと考えられる。すなわち、市町村ＰＴ、ＯＴには、

地域診断をもとに、解決すべき課題を明確にし、市民との協働により解決する能力が求められるもの

と考えられる。 

 「成功要因」では、＜小学校区（生活圏域）＞がコアカテゴリーとして抽出された。このことは地

域包括ケアシステムの構築に通じるものであり、既に事業を充実させている背景にはこのような取り

組みの対象範囲の検討がなされていると考えられた。 

 昨年度の本研究において、医療と介護の連携に関わる成功要因として確認された「課題、理念、目

標、戦略の共有」、「既存のネットワークの活用」、「個別事例を地域課題へ変換する能力」、「段階的・

継続的な取り組み」との関連性について、今回の調査結果を足掛かりとすることができた。さらに、

今回は 4事例の調査であり、その結果を一般化することは難しいこと等から、今後はデータを増加し、

定量的な実態把握必要と考える。 

２）アンケート 

県士会長、施設向けアンケート結果から、市町村ＰＴ、ＯＴに求める役割としては「多職種連携の

ためのネットワークづくり」が最も多い現状が認められたことは、聞き取り調査の①成功要因の結果

に示した＜環境づくり＞＜情報共有＞＜生活圏域＞をキーワードにした事業づくりに市町村 PT、OT は

貢献できることを確認できた。また、②役割に示した＜健康づくり＞＜つなぎ役＞＜行政機能＞をキ

ーワードにした市町村の施策等に関する情報発信に市町村ＰＴ、ＯＴは貢献できることを確認できた。

次に、施設向け調査の結果からは、「住環境整備の個別支援」やネットワークづくりや介護予防に関わ

る取り組みの推進であったことから、個別事例から地域課題への変換や予防的視点からの施策の展開

など、より一層地域全体を巻き込んだ情報共有と施策情報の発信が求められていると考えられた。 

 

E． 結論 

昨年度に引き続き行った調査事例では、新たな成功要因の項目として＜関係者が協力しやすい環境

づくり＞＜情報の共有＞＜住民参加＞＜全小学校区（生活圏域）＞が確認された。アンケートでは、

市町村ＰＴ、ＯＴに対し「多職種連携によるネットワークづくり」「行政施策の情報発信」への期待が

多く、その期待に応えるべく、成功要因を意識しながら事業を展開していくことが求められる。また、

市町村ＰＴ、ＯＴの活動の周知不足が、明確になったことから、市町村ＰＴ、ＯＴの役割をより積極

的に啓発していくことが求められている。 

 

F． 今後の計画と研究発表 

 今後、地域包括ケアの推進に寄与できる市町村ＰＴ、ＯＴ の育成を図る計画である。平成 25・26

年度の国際学会を含めて発表準備を進めている。 
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Ⅱ 第 71回日本公衆衛生学会総会 
 
医療と地域ケアの連携促進要素の検討 
 

田中康之１）逢坂伸子１）清水順市２）岩瀬義昭２） 

 

１） （社）日本理学療法士協会・地域保健総合推進事業研究班 

２） （社）日本作業療法士協会・地域保健総合推進事業研究班 

 

【目的】市町村の理学療法士、作業療法士（以下、ＰＴ，ＯＴ）が、医療と地域ケアの連携の仕組み

づくりを通して効果的に事業を実践している事例を収集し、その過程を分析することにより、連携促

進に向けて必要な要素を抽出することを目的とした。なお本研究は（社）日本理学療法士協会と（社）

日本作業療法士協会が（財）日本公衆衛生協会の助成を受け、平成 23年度地域保健総合推進事業とし

て実施した。 

 

【方法】過去 3年間のＰＴ、ＯＴに関係する学会・学術誌等から「市町村」「連携」をキーワードとし

た検索と、過去の本研究協力者から候補を選出し、協力了承が得られた 6市（ＰＴ2名、ＯＴ4名）を

対象とした。 調査は、事前に調査票を郵送し、その回答を基に半構造面接による聞き取り調査を実

施した。聞き取り内容から、仕組みづくりの背景や課題、関わって明らかになったこと、そして関わ

り方等を時系列にまとめた。本研究は個人情報を扱わず、口頭説明により同意を得た後に文書による

協力依頼をしており倫理的問題はないと判断した。 

 

【結果】聞き取り対象とした取り組みは、医療と介護のネットワーク構築に関すること 3 件、小児領

域のネットワーク構築に関すること 2 件、介護予防事業に関すること 1 件であった。 聞き取り内容

を集約すると、次のような連携促進に必要な要素が認められた。（1）仕組みづくりに向け、明確な目

標を持ち、それを関わる人同士で共有し、戦略を立てること。（2）行政主導とならないようにコーデ

ィネート役となり、現場や住民が主体となる方法論を確立することや、既存のネットワークの活用を

取り入れること。（3）個の生活障害から地域課題を捉える職能を活用すること。（4）段階的かつ継続

性を意識した取り組みが必要であること。 

 

【結論】今回の結果より、医療と地域ケアの連携を促進するためには、個別の直接的支援のみではな

く、地域に対する幅広い支援方法を理解・活用し、地域課題を解決すべくＰＤＣＡサイクルに則り企

画・運営する中で、行政だからこそなし得るフォーマルな仕組みづくりへ業務転換する能力が、市町

村のＰＴ、ＯＴにとっても行政職として必要な能力であることが伺えた。  
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医療と地域ケアの
連携促進要素の検討

田中康之１）逢坂伸子１）清水順市２）岩瀬義昭２）

１） （公社）日本理学療法士協会・地域保健総合推進事業研究班
２） （一社）日本作業療法士協会・地域保健総合推進事業研究班

（社）日本理学療法士協会と（社）日本作業療法士協会の
「地域保健総合推進事業（財）日本公衆衛生協会助成」への取り組み
行政の理学療法士、作業療法士が関与する効果的な事業展開に関する研究

年度 サブタイトル

H16年度 介護予防の視点から

H17年度 生活機能低下に対する役割と機能

H18年度 諸制度の改革や見直しに伴う市町村事業の実態と理学
療法士、作業療法士の関わりH19年度

H20年度 地域保健における市町村事業の実態と理学療法士、作業
療法士の関わり

H21年度 地域保健への理学療法士、作業療法士の関わり

H22年度 行政理学療法士、作業療法士の医療と地域ケアの連携
に関する役割機能の検討

H23年度 市町村に勤務する理学療法士，作業療法士が推進する
効果的な事業展開に関する研究
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【目的】

• 市町村の理学療法士，作業療法士（以下，
PT,OT）が，医療と保健・福祉・教育等の連携
の仕組みづくりを通して効果的に事業を実践
している事例を収集し，その過程を分析する。

• その結果から連携を促進するための仕組み
づくりに必要な要素を抽出する。

本研究は（公社）日本理学療法士協会と（一社）日本作業療法士協会が
（財）日本公衆衛生協会の助成を受け，平成23年度地域保健総合推進
事業として実施した．

【方法】 調査対象

過去3年間の日本公衆衛生学会総会抄録およびPT,OTに関係
する学会・学術誌から「市町村」「連携」をキーワードとして検索．

過去の本研究協力者から，医療と保健・福祉・教育等の連携
のための仕組みづくりについて取り組んでいる事例を確認．

北海道地区 E市 I市 T市
近畿地区 H市
九州地区 Y市 S市

協力了承が得られた6市（PT2名，
OT4名）を調査対象に。
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• 事前に自記入式調査票を配付し、面接前1週
間を目途に回収。

• 回収された回答内容に基づき、対象者1名と
複数の研究員が会し，半構造的な聞き取り調
査を実施。

• 聞き取り内容から，仕組みづくりの背景や課
題，関わって明らかになったこと，そして関わ
り方等を時系列にまとめ，その過程について
分析した。

【方法】 調査手続き

取り組み取り組み

概要概要
連携した
職種・機関
連携した
職種・機関

プ
ロ
セ
ス

プ
ロ
セ
ス

介
入
内
容

介
入
内
容

介
入
時
の
思
い

介
入
時
の
思
い

時
系
列
的
に
記
載

時
系
列
的
に
記
載
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【結果】

• 対象自治体の人口規模（平成22年国勢調査）
• 人口 43,170人～536,270人（平均：172,699人）
• 平均高齢化率 23.9％
• 平均15歳未満人口割合 13.7％

• 聞き取り対象となった取り組み
• 医療と介護のネットワーク構築に関すること ３件

• 小児領域のネットワーク構築に関すること ２件

• 介護予防事業に関すること １件

1. 取り組み内容
• 住民の事業運営による介護予防事業の実践

2. 連携を促進する仕組みづくりに必要な要素（要約）
• 事業運営に関する仮説を立て，早期より職場内の意識
改革および職場内多職種連携に取り組んだこと。

• 住民の持つ互助の力を引き出すため、住民の力を認め，
信じ，任せることで，行政主体から住民主体への転換に
成功したこと。

• その気付きを地域の多様な機関に広報活動を続ける中
核に市のセラピストがいて，介護予防を媒体にまちづくり
に寄与していること。

【結果】 Ｔ市（北海道地域）
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1. 取り組み内容
• 「Ｅ市医療と介護サービスネットワーク」構築

2. 連携を促進する仕組みづくりに必要な要素（要約）
• 当初はボランタリーな立場で関わったこと。
• 行政主導ではなく，目的や目標を提示する役割を担った
こと。

• 既存概念を地域に即した内容に変換し，地域から問題
点を提起するという立場で関わったこと．

• 可能な範囲から段階を踏んで仕組みづくりを行ったこと．

【結果】 Ｅ市（北海道地域）

1. 取り組み内容
• Ｉ地域リハビリテーション推進会議Ｉ地域懇談会での市内
医療・介護サービス従事者ネットワークの構築推進

2. 連携を促進する仕組みづくりに必要な要素（要約）
• 行政主導ではなく，有志として関わることで，会の構成
員の顔が見え，経過とともに行政としての関わり方が変
化し，目的，目標，戦略，戦術を決定できたこと．

• 用語解釈の違いによる硬直を避けるために，狭義に解
釈される傾向がある「リハビリテーション」という言葉の
利用を避けたこと．

【結果】 Ｉ市（北海道地域）
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1. 取り組み内容
• 小児リハ分野のネットワーク作り

2. 連携を促進する仕組みづくりに必要な要素（要約）
• 関係者の情報の共有により，より発展的な関係機関の
連携強化という目標を持てたこと．

• 継続的な活動と地域のニーズに応えるために，行政とし
て医療と福祉，教育を繋ぐコーディネーターの役割を
担っていたこと．

【結果】 Ｓ市（九州地域）

1. 取り組み内容
• 他職種連携により，「気になる子ども」が専門支援機関
に繋がるシステムの構築

2. 連携を促進する仕組みづくりに必要な要素（要約）
• 個の生活障害をＩＣＦの視点で評価するリハ専門職の視
点が，地域課題の発見につながったこと。

• 相互に判る言語で意見交換することで，顔の見える関
係性や信頼関係が生まれたこと．

【結果】 Ｙ市（九州地域）
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1. 取り組み内容
• 病院間ネットワークと在宅ケアネットワークとの退院調
整システムの構築

2. 連携を促進する仕組みづくりに必要な要素（要約）
• 目標を明確にし，戦略を立て，行政主導ではなく現場主
導で企画・運営できるように段階的に取り組んだこと．

• ボランタリーな現場レベルの取り組みから公益性のある
活動に移行させて関係組織・機関への働きかけを行っ
たこと．

• 住民を巻き込んだ活動を通し，活動に公共性を有するこ
とで，関係者の使命感の継続が図れたこと．

• 情報提供書作成の作業を通じて意思疎通を図ることに
主眼を置いた活動をしたこと．

【結果】 Ｈ市（近畿地域）

1. 仕組みづくりに向け，明確な目標を持ち，それ
を関わる人同士で共有し，戦略を立てること．

2. 行政主導とならないようにコーディネート役とな
り，現場や住民が主体となる方法論を確立する
ことや，既存のネットワークの活用を取り入れる
こと．

3. 個の生活障害から地域課題を捉える職能を活
用すること．

4. 段階的かつ継続性を意識した取り組みが必要
であること．

【結果】連携を促進するための仕組みづくりに必要な要素

-33-



2013/3/6

8

【考察】

•行政主体で召集する会議等
が発端となった取り組みは
なかった

※聴取した6事例から…

•各取り組みとも、個の支援を
契機に他職種や住民との
「つながり」を構築していた。

• この「つながり」を活用した
ボランタリーな活動から、地
域課題等を共有し、その延
長上にフォーマルな会議を
位置づけ、仕組みづくりを実
践していた。

直接的な個別支援のみ
ではなく，地域に対する幅
広い支援方法を理解・活
用し，地域課題を解決す
べくPDCAサイクルに則り
企画・運営する中で，行政
だからこそなし得るフォー
マルな仕組みづくりへ業
務転換する能力

医療と地域ケアの連携を促
進する仕組みづくりのため
に市町村のPT,OTに行政職と
して必要な能力とは…
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Ⅲ 第 47回日本理学療法学術大会 
 
行政理学療法士の役割機能の検討 

―地域包括ケアにおける医療と地域ケアの連携から考える― 

 
田中 康之、逢坂 伸子、小森 昌彦 

日本理学療法士協会 地域保健総合推進事業研究班 

 
【はじめに】本研究は、主に市町村に勤務する理学療法士、作業療法士（以下ＰＴ、ＯＴ）の業務実

態と役割機能を明らかにし、地域保健へ寄与することを目的に平成8年度より継続的に実施している。 

 平成 22 年度は「地域包括ケアの推進」に焦点を当て、1次調査として行政ＰＴ、ＯＴの医療と地域

ケアとの連携への関与状況を調査し、その結果から先駆的な活動をしている事例を 2 次調査として集

約することで、今後の地域包括ケアにおける医療と地域ケアの連携に関わる行政ＰＴ、ＯＴの役割に

ついて提言を行うことを目的とした。 

 なお、本研究は（社）日本理学療法士協会と（社）日本作業療法士協会が（財）日本公衆衛生協会

の助成を受け、平成 22 年度地域保健総合推進事業として実施した。 

【方法】1次調査は、両協会に所属し行政機関に勤務している会員の職場 755 施設へ調査票を郵送配付

し、FAX にて回収した。なお、より多くの回答を得るため、各職場内の非会員のＰＴ、ＯＴへも複写に

て調査票の配付を依頼したため、最終的な調査票配付総数は不明である。 

 設問として自治体名、職種、職歴、役職、活動領域、そして医療と地域ケアとの連携への関わり方

の現状や今後の展望について「①医療機関と本人家族をつなぐ」「②医療機関と地域ケアのコーディネ

ーターをつなぐ」「③医療機関と住民をつなぐ」「④医療機関と在宅サービスをつなぐ」「⑤医療と地域

の連携に関する仕組みづくり」という 5つのモデルとそれぞれの具体例を提示し、回答を得た。 

 2 次調査は、1次調査にて提示したモデルの①から⑤の全てにおいて「連携の仕組みづくりに携って

いる」と回答していた事例を先駆的事例として聞き取り調査を行った。 

【説明と同意】1次調査は調査票に調査説明文書を同封し、了承を得られた場合のみ回答をしてもらう

こととした。2次調査は調査依頼時に説明を行い、同意を得られた場合のみ調査に協力をして頂く手続

きをとった。 

【結果】1次調査の回収数は 273件。有効回答数は 263 通。有効回答者の職種はＰＴが 165 名（62.7％）、

ＯＴが98名（37.3％）。自治体での勤務経験は10年以下が118名（44.9%）、11年以上が145名（55.1％）。

役職有りが127名（48.3％）、無しが136名（51.7％）。携わっている領域は、高齢者領域が148名（56.3％）、

障害者領域が 142 名（54.0％）、子ども子育て施策が 78 名（29.7％）であった（複数回答）。 

 設問に示した各モデルにおける「連携の仕組み作り」に携わっているとの回答は「①医療機関と本

人家族をつなぐ」は 50 名（19.0％）、「②医療機関と地域ケアのコーディネーターをつなぐ」は 51 名

（19.4％）、「③医療機関と住民をつなぐ」は 36名（13.7％）、「④医療機関と在宅サービスをつなぐ」

は 54 名（20.5％）、「⑤医療と地域の連携に関する仕組みづくり」71 名(27.0)であった。 

 行政として最も力を入れるべきとされたのは「医療と地域の連携に関する仕組みづくり」の 143 名

（54.4％）であり、勤務年数、役職有無による統計的な有意差は認められなかった。 

 1 次調査の結果から先駆的事例として判断し、調査に協力が得られた 2市 2県に対して 2次調査を行

った結果、実効性のある地域包括ケアシステムづくりには、各種関係機関や関係者と効果的に連携し、

ネットワークを作り、成熟した地域主体のシステムへの支援・連携・協働へと移行させていくことが

重要であり、その為に行政ＰＴ、ＯＴの役割としては「顔の見える関係をつくること」「地域課題を的

確に捉えること」「関係者同士を結びつける工夫、配慮が必要であること」等が伺えた。 

【考察】今回提示した医療と地域ケアとの連携のモデルについては、多くは仕組みづくりまで関われ

ていない現状が伺えた。しかし、本来行政として目指すべきは「医療と地域ケアとの連携に関わる仕

組み作りである」とする割合が最も高かった。これらのことから行政ＰＴ、ＯＴには、「行政」として
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地域全体を視野に入れた医療と地域ケアとの連携の構築に関わる必要性が認識されていると考えられ

た。  

 2 次調査として聞き取った事例で共通した重要な要素は、行政の担当者が医療と地域ケアの橋渡し役

になっていることである。行政の担当者が医療職のＰＴ、ＯＴであることで、医療関係者と共通認識

を持ちやすく、地域ケアの現状をわかりやすく医療関係者へ伝えることができていると考えられた。 

 行政ＰＴ、ＯＴは、医療と地域ケアの双方に精通することができ、個から出発した地域課題を地域

全体の仕組みづくりへ繋ぐ必要性を認識していることからも、医療と地域ケアとの連携づくりに寄与

できるものと示唆される。 

【理学療法学研究としての意義】地域包括ケアシステムの議論が進む中、理学療法士が地域保健行政

へと職域を広げ、地域のコーディネーターとして多職種と連携を図り事業展開を行なう上で有用な調

査であると考える。 
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2013/3/6

1

行政理学療法士の役割機能の検討
地域包括ケアにおける

医療と地域ケアの連携から考える

○田中康之１）２） 逢坂伸子１）３） 小森昌彦１）４）

１）日本理学療法士協会 地域保健総合研究事業研究班
２）千葉県千葉リハビリテーションセンター地域連携部 地域支援室

３）大東市保健医療部地域保健課
４）兵庫県但馬県民局但馬長寿の郷地域ケア課

（社）日本理学療法士協会と（社）日本作業療法士協会の
「地域保健総合推進事業（財）日本公衆衛生協会助成」への取り組み

行政の理学療法士、作業療法士が関与する
効果的な事業展開に関する研究

年度 サブタイトル

H16年度 介護予防の視点から

H17年度 生活機能低下に対する役割と機能

H18年度 諸制度の改革や見直しに伴う市町村事業の実態と
理学療法士、作業療法士の関わりH19年度

H20年度 地域保健における市町村事業の実態と理学療法士、
作業療法士の関わり

H21年度 地域保健への理学療法士、作業療法士の関わり

H22年度 行政理学療法士、作業療法士の医療と地域ケアの
連携に関する役割機能の検討
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2013/3/6

2

平成22年度の研究目的

• １次調査として行政理学療法士、作
業療法士の医療と地域ケアとの連携
への関与状況を調査し、２次調査と
して先駆的な活動をしている事例を
集約することで、今後の地域包括ケ
アにおける連携のあり方および行政
理学療法士、作業療法士の役割につ
いて提言を行うこと。

医療と地域ケアの連携に関わる先
駆的事例を抽出する

1次調査
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• 郵送配付、FAX回収による自記入式調査票調査

• 行政機関に勤務している両協会会員の職場755
施設を対象。

• より多くの回答を得るため、各職場内の非会員
者への複写配付を依頼したため、総配付数は不
明。

方法1次調査

• 調査項目
– 自治体名、職種、職歴、役職、活動領域
– 地域ケアと医療との連携への関わり方の現状や今後の展望
① 医療機関と本人家族をつなぐ

② 医療機関と地域ケアのコーディネーターをつなぐ

③ 医療機関と住民をつなぐ

④ 医療機関と在宅サービスをつなぐ

⑤ 医療と地域の連携に関する仕組みづくり
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結果1次調査

• 回収数 273件（有効回答：263件）
• 職種 PT：165名（62.7％） OT：98名（37.3％）
• 自治体勤務経験 11年以上145名（55.1％）
• 役職 有り127名（48.3％）

無し136名（51.7％）
• 活動領域（複数回答）

–高齢者領域 148名（56.3％）
–障害者領域 142名（54.0％）
–子ども子育て施策 78名（29.7％）

地域ケアと医療との連携への関わり方
モデル①～④

67

120

73

146

89

88

31

90

50

51

36

54

116

114

169

85

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①医療機関と本人・家族をつなぐ

②医療機関と地域ケアのコーディネーター

をつなぐ

③医療機関と住民をつなぐ

④医療機関と在宅サービスをつなぐ

情報交換を行っている 連携先と一緒に動く

連携の仕組み作りに携わっている この分野の連携はない
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1次調査より抽出された先駆的事例
への聞き取り調査

２次調査

• 1次調査で提示したモデル①から⑤の全てに
おいて「連携の仕組みづくりに携っている」と
回答していた１６事例を先駆的事例として選
出し、協力が得られた2県2市を対象とした。
１）Y市；高齢者施策
２）K市；子ども・子育て支援施策
３）W県；障害者支援施策
４）YN県；高齢者施策

対象2次調査
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方法2次調査

• 各対象者に対して個別に聞き取り調査を実施

• 聞き取り内容
–医療と地域ケアの連携を効果的にすすめる要素
–行政理学療法士、作業療法士の強み
–事例を通じた効果的な仕組みづくりのための要素

結果～聞き取り調査のまとめ～
実効性のある地域包括ケアシステムづくりには、様々な関係機関
や関係者とネットワークを作り、地域主体のシステムとなるように
支援・連携・協働へと移行させていくことが重要

• 顔の見える関係をつくる
• 地域課題を的確に捉える
• 関係者同士を結びつける工夫、配慮

そのためには…

医療と他領域の橋渡しには、保健、医療、福祉、特に医療知識が必
要であり、また障害や発達の特性を理解していることが、効果的な事
業企画、運営を行う上で重要。

このために…
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～1次、2次調査を通して～
考察

1次調査で提示した医療と地域ケアとの連携の５つのモ
デルについては、仕組みづくりまでは関われていない現
状が伺えた。

しかししかし

勤務経験や役職の有無に限らず、回答者が本来行政と
して目指すべきは「医療と地域ケアとの連携に関わる仕
組み作りである」とする割合が最も高かった。

このことからこのことから

各々の行政理学療法士、作業療法士には、「行政」とし
て地域全体を視野に入れた医療と地域ケアとの連携の
構築に関わる必要性が認識されていると考えられた。
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２次調査の事例で共通した重要な要素

行政の担当者が医療と地
域ケアの橋渡し役になって

いること

行政担当者が医療職であることで、「医療」と共通認識
を持ちやすく、地域ケアの現状をわかりやすく医療関係
者へ伝えることができていると考えられた。

ここを作るリハ専
門職がいない。

リハの視点から、
仕組みづくりをす
る専門職がいない

他の職種は「リハはPT,OTがやるもの」という認識が大き
く、リハの視点を取り込む仕組みづくりに至りにくい。
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各事業等は計画の上に有り

住民

介護保険
事業

○○市介護保険
事業計画

○○市高齢者保健福祉
計画

○○市総合計画

○○市基本構想

終りに…

各々の行政理学療法士、作業療法士には、「行政」として地域全
体を視野に入れた医療と地域ケアとの連携の構築に関わる必要
性が認識されていると考えられた。

先駆的事例においては、行政の担当者が医療と地域ケアの橋渡
し役になっていた

行政理学療法士等は、医療と地域ケアの双方に精通することが
でき、個から出発した地域課題を地域全体の仕組みづくりへ繋ぐ
必要性を認識していることからも、今後の医療と地域ケアとの連
携づくりに寄与することができると示唆される。
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Ⅳ 第 14 回日本リハビリテーション連携科学学会 
 
医療と地域ケアの連携促進要素の検討 

 ～平成 23年度地域保健総合研究事業研究～ 
 
○小塚典子１）、逢坂伸子１）、小森昌彦１）、諸冨真理１）、後藤美枝１）、田中康之１） 
 清水順市２）、大丸幸２）、福島勉２）、川村謙吉２）、戸松好恵２）、安本勝博２） 
 
１） （公社）日本理学療法士協会・地域保健総合推進事業研究班 
２） （一社）日本作業療法士協会・地域保健総合推進事業研究班 
 
【目的】 

 市町村の理学療法士、作業療法士（以下、ＰＴ、ＯＴ）が、医療と地域ケアの連携の仕組みづくり

を通して効果的に事業を実践している事例を収集し、その過程を分析することにより、連携促進に向

けて必要な要素を抽出することを目的とした。なお本研究は（社）日本理学療法士協会と（社）日本

作業療法士協会が（財）日本公衆衛生協会の助成を受け、平成 23 年度地域保健総合推進事業として実

施した。 

【方法】 

 過去 3年間のＰＴ、ＯＴに関係する学会・学術誌等から「市町村」「連携」をキーワードとした検索

と、過去の本研究協力者から候補を選出し、協力了承が得られた 6市（ＰＴ2名、ＯＴ4名）を対象と

した。 調査は、事前に調査票を郵送し、その回答を基に半構造面接による聞き取り調査を実施した。

聞き取り内容から、仕組みづくりの背景や課題、関わって明らかになったこと、そして関わり方等を

時系列にまとめた。本研究は個人情報を扱わず、口頭説明により同意を得た後に文書による協力依頼

をしており倫理的問題はないと判断した。 

【結果】 

 聞き取り対象とした取り組みは、医療と介護のネットワーク構築に関すること 3 件、小児領域のネ

ットワーク構築に関すること 2 件、介護予防事業に関すること 1 件であった。聞き取り内容を集約す

ると、次のような連携促進に必要な要素が認められた。（１）仕組みづくりに向け、明確な目標を持ち、

それを関わる人同士で共有し、戦略を立てること。（２）行政主導とならないようにコーディネート役

となり、現場や住民が主体となる方法論を確立することや、既存のネットワークの活用を取り入れる

こと。（３）個の生活障害から地域課題を捉える職能を活用すること。（４）段階的かつ継続性を意識

した取り組みが必要であること。 

【考察・結論】 

 集約された 4 つの連携を促進するための仕組みづくりに必要な要素から、市町村ＰＴ、ＯＴに必要

な能力を考察する。 

 今回の聴取された各事例では、行政主体で関係職種や関係機関を召集する会議が発端となった取り

組みは見られなかった。何れの取り組みもＰＴやＯＴの「個」への生活障害の評価や支援をきっかけ

に他職種や住民との「つながり」を構築している状況が伺われた。そして、これらの「つながり」を

活用したボランタリーな活動から、フォーマルな形へ段階を追い変換しながら仕組みづくりを実践し

ていることが認められた。 

 以上のことより、医療と地域ケアの連携を促進する仕組みづくりのために、行政職としての市町村

のＰＴ、ＯＴに必要な能力とは、直接的な個別支援のみではなく、地域に対する幅広い支援方法を理

解・活用し、地域課題を解決すべくＰＤＣＡサイクルに則り企画・運営する中で、フォーマルな仕組

みづくりへ転換する能力であると考えられた。 
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第５章 平成２４年度研究報告集会 

 

Ⅰ 報告集会 

 １ 目的 

地域包括ケアシステムの推進、構築が急務とされている中で重要となる「連携の仕組みづ

くり」について、市町村理学療法士・作業療法士の役割や成功要因について本研究で行った

調査結果と、市町村理学療法士・作業療法士に関する認識と期待、地域包括ケシステムに関

して行ったアンケート調査結果を報告する。また地域包括ケアや自立支援において市町村理

学療法士・作業療法士が担う役割について講演会で知識・理解を深め、地域包括ケアに関わ

る者がどのように自立支援をとらえ、その推進・構築に寄与できるのかを報告会参加者間、

研究員との意見交換を行う。 

 

 ２ 開催日時および場所、開催内容 

１） 開催日時：平成２５年２月２日 

２） 開催場所：ＴＫＰ東京駅八重洲カンファレンスセンター 

３） 開催内容： 

（１）特別講演 

「地域包括ケアシステムとセラピストの役割について」 

国立社会保障人口問題研究所 室長 川越雅弘氏 

（２）平成２４年度研究活動報告 

   

（３）グループワーク・意見交換 

テーマ 「私が考える自立支援～自立支援の具体的手法について」 

実践報告  

①兵庫県但馬県民局但馬長寿の郷  地域ケア課  理学療法士  小森昌彦 

②岡山県津山市役所        健康増進課  作業療法士  安本勝博 

 

 ３ 結果 

  １） 参加者は 22都道府県から、理学療法士 34 名、作業療法士 14名、社会福祉士 1名、

計 52 名の参加があった。昨年比で 8名多い参加者であった。 

  ２)  特別講演は地域包括ケアが求められている背景を基に、地域ケア包括システム推

進に向けた対策として医療制度、介護保険制度、介護保険事業計画の見なおしやケ

アマネジメントの機能強化の必要性について学んだ。またリハ職の役割として退院

時の連携システムの構築や自立支援型ケアマネジメントへの支援が求められている

こと、その課題について確認することができた。 

  ３） 地域包括ケアに求められている「自立支援」をテーマにグループワークを実施し、 

    参加者間での活発な意見交換・情報交換が行われた。 

  ４） 報告会参加者に対しアンケート調査を行った。回答者は 50 名、回収率は 96.2％ 

    であった。 
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【アンケート内自由記載】 
・毎年ここの支えに参加しています。 
・様々な立場の人間が自由に意見できる場は素晴らしい。グループワークの時間がもっとほしい。 
・現在暗中模索の状態ですが、参加者の意見を聞いて参考にしたい。 
・いろいろな取り組みの情報を聞けて良かった。 
・もっと大腿的に報告集会の案内をして欲しい。 
・大変意義のある研究報告会だと思う。もっと広報してほしい。 
等の内容が記載されている。 
 
【考 察】 
 報告集会の内容への関心は「基調講演」が最も強く、次いで「行政専門職の方向性の確認」、「地域に

おけるＰＴ・ＯＴの方向性の確認」が挙げられた。行政、地域に属する専門職は業務についての情報収

集や学びの機会を得ることが困難であるためその機会を求めていることが窺われ、専門職の在り方、今

後の方向性について模索しているのではないかと思われる。 
 また、今年度の研究から導き出された「連携の仕組みづくり」の成功要因と思われるものと、その順

位については同様の結果となっているから、「連携の仕組みづくり」に取り組む際に寄与できるものと 
思われる。 
 アンケートの結果から、本研究の報告は参考になっているが、実際の業務等に役立つに至るには研究

結果を一般化させていく必要があると考える。 
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報告集会に参加いただきありがとうございます。今後の参考に下記のアンケート記入をお願いします。

（設問は１～１２まであります。） 

職種：                 経験年数（職種としての）：   年   

 

１．報告集会への参加は何回目ですか。 

①初めて     ②２回目以上（    回参加） 

 

２．参加の動機は何ですか？ 

   ①報告集会の案内を見て（案内文・協会ホームページ） 

  ②上司・同僚からの参加勧奨   ③上司からの業務命令 

④知人の付き合い        ⑤その他（               ） 

 

３．研究報告集会の内容で関心のあることについて下記欄に番号をご記入ください。 

（３つまで複数回答可・優先順位がある場合は、左から順番に記入） 

①地域保健総合推進事業      ②事業説明・研究報告 

③基調講演の内容         ④行政の専門職の方向性の確認 

⑤グループワークの内容      ⑥地域における PT・OT の方向性確認 

⑦参加者との情報交換 

⑧その他（                                ） 

1 2 3 

 

４．研究報告について感想をお聞かせください。 

  ①参考になった   ②参考にならなかった   ③どちらともいえない 

 

５．基調講演を聴講しての感想をお聞かせください。 

  ①参考になった   ②参考にならなかった   ③どちらともいえない 

 

６．グループワークは学び、情報交換になりましたか？ 

意見・感想をご記入ください 

 

 

意見・感想をご記入ください 

 

 

平成 24年度 平成 24年度地域保健総合推進事業報告集会 参加者アンケート 
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①はい  ②いいえ  ③どちらともいえない 

７．今年度のテーマの「連携の仕組みづくり」について、現在の取り組み状況について 

お聞かせください。 

①取り組んでいる  ②以前取り組んでいた  ③考えていない 

④取り組みたいが方法がわからない 

 

８．７で①・②と答えた方にお聞きします。 

   「連携の仕組みづくり」の成功要因と思われるものを下記欄に番号をご記入ください。 

（３つまで複数回答可・優先順位がある場合は、左から順番に記入） 

①関係者が協力しやすい環境づくり   ②情報の共有    ③住民参加 

④全小学校区（生活圏域）  ⑤健康づくり  ⑥つなぎ役  ⑦行政機能 

⑧その他（                                ） 

1 2 3 

 

９．「地域包括ケアシステム」の構築に関与していますか。 

  ①はい  ②いいえ 

 

行政専門職の方にお聞きします。 

それ以外の職種の方は【１１】にお進みください。 

１０．この研究、及び研究報告、研究報告会などは、役に立っていると思いますか。 

①役に立っている    ②何となく役に立っている  ③あまり役に立っていない 

④全く役に立っていない ⑤わからない 

 

１１．今年度の研究とともに行ったアンケート調査の結果について感想をお聞かせ下さい。 

意見・感想をご記入ください 

 

 

はいの方はどのような立場で関与されているか、ご記入ください 

 

 

 

意見・感想をご記入ください 
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１２．この研究報告会についての意見、提案などご自由にご記入ください。 

 

＊ アンケートへの協力大変ありがとうございました。気をつけてお帰りください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

-54-



1

（平成24年度地域保健総合推進事業報告集会 資料）

2013年 2月2日
国立社会保障・人口問題研究所

川越雅弘

地域包括ケアシステムと

セラピストの役割について

１. 地域包括ケアが求められる背景

2. 地域包括ケアシステムとは

3. 地域包括ケアシステム推進に向けた対策
1)医療・介護制度見直し
2)第5期介護保険事業計画の見直し
3)ケアマネジメントの機能強化

4. 地域包括ケア構築における行政リハ職の役割
1)退院時の連携システムの構築
2)自立支援型ケアマネジメントへの支援

－内容－

2
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2010 2025 2060

(万人) (％) (万人) (％) (万人) (％)

総数 12,806 100.0 12,066 100.0 8,674 100.0

0-19歳 2,293 17.9 1,849 15.3 1,105 12.7

20-64歳 7,564 59.1 6,559 54.4 4,105 47.3

65-74歳 1,529 11.9 1,479 12.3 1,128 13.0

75-84歳 1,037 8.1 1,442 12.0 1,187 13.7

85歳以上 383 3.0 736 6.1 1,149 13.2

20-64歳と65歳
以上の人口比 2.6 1.8 1.2

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」

人口構造の変化

3

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口（平成20年12月推計）」より作成

年齢階級別人口の伸び率の推移
（2010年を100とした場合）

4
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5

高齢化の影響－①入院患者の高齢化－

（出所）厚生労働省「患者調査」

6

高齢化の影響－②年間死亡者数の増加－
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出典：社人研「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」
厚生労働省「平成23年人口動態統計の年間推計」

医療機関
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その他
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出典：厚生労働省「平成22年人口動態調査」
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4

出典：厚生労働省「平成20年患者調査（1日調査）」 7

高齢化の影響－③在宅医療のニーズの増大
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【75歳以上人口の増加の影響】
・入院患者数の増加につながるが、
病床は現状レベル維持の方向の為
医療ニーズの高い患者が在宅へ。

・通院困難な患者が増加する。
そのため在宅医療のニースは増加。

■一般歳出(54.1兆円)中、社会保障関係費28.7兆円(対前年度+14,393億円)
（内訳）①年金：10.5兆円(+2,531億円) ②医療 ：9.9兆円(+4,655億円)

③介護： 2.2兆円(+1,233億円) ④福祉等：6.0兆円(+5,974億円)

（出典）財務省「平成23年度社会保障関係予算等のポイント(H22.12)」より作成 8

国家予算と社会保障費用（H23予算）
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地域包括ケアが求められる背景

・後期高齢者が急増（2010-2025年間で約1.5倍に）。
・独居高齢者や認知症高齢者が増加。

・後期高齢者の場合、介護だけでなく、医療や生活支援

サービスに対するニーズも、医療リスクも高い。

・介護費用も8兆円に達し、65歳以上の介護保険料も
月額約5,000円に上昇。

・介護保険だけで、高齢者の生活全てを支えきることは

困難。

地域内の様々な資源（医療・介護サービス（共助）、近隣の助け合い

やボランティアなど（互助））を総動員して、必要な方に必要な支援が

提供される仕組み作りが必要（リスクを回避しながら）。

9

2. 地域包括ケアシステムとは

10
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地域包括ケアシステムの定義

・ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、

生活上の安全・安心・健康を確保するために、医療や介護

のみならず、福祉サービスを含めた様々な生活支援サービス

が日常生活の場（日常生活圏域）で適切に提供できるような

地域での体制のこと

（出所：地域包括ケア研究会報告書（2009.5.22公表）, p.6）

11

同研究会は、その後、
①地域包括ケアシステムに関する検討部会
②地域包括ケアを支える人材に関する検討部会
を作り、具体的な検討を実施。その結果を、2010年4月26日に公表。
（三菱UFJﾘｻｰﾁ＆ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ（同研究会事務局）のHPに掲載）

【地域包括ケアの５つの視点による取組み】
地域包括ケアを実現するためには、次の５つの視点での取組みが包括的（利用者のニーズに応じた
①～⑤の適切な組合せによるサービス提供）、継続的（入院、退院、在宅復帰を通じて切れ目ない
サービス提供）に行われることが必須。

①医療との連携強化
・２４時間対応の在宅医療、訪問看護やリハビリテーションの充実強化
・介護職員によるたんの吸引などの医療行為の実施

②介護サービスの充実強化
・特養などの介護拠点の緊急整備（平成２１年度補正予算：３年間で１６万人分確保）
・２４時間対応の定期巡回･随時対応サービスの創設など在宅サービスの強化

③予防の推進
・できる限り要介護状態とならないための予防の取組や自立支援型の介護の推進

④見守り、配食、買い物など、多様な生活支援サービスの確保や権利擁護など
・一人暮らし、高齢夫婦のみ世帯の増加、認知症の増加を踏まえ、様々な生活支援（見守り、配食
などの生活支援や財産管理などの権利擁護サービス）サービスを推進

⑤高齢期になっても住み続けることのできる高齢者住まいの整備（国交省と連携）
・一定の基準を満たした有料老人ホームと高専賃を、サービス付高齢者住宅として高齢者住まい法に
位置づけ

12

医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが連携した要介護者等への
包括的な支援（地域包括ケア）を推進

地域包括ケアシステムの構成要素
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3. 地域包括ケアシステム
推進に向けた対策

13

3‐1.医療制度の見直し
－退院支援の機能強化－

14
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8

（出所）第7回社会保障改革に関する集中検討会議,資料1‐1「医療と介護に関する資料」,2011.5.19より引用 15

（出所）第7回社会保障改革に関する集中検討会議,資料1-1「医療と介護に関する資料」,2011.5.19より引用 16
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17

効果的な退院調整の評価（診療報酬）

１．基本的考え方

①退院調整部門を強化し、早期の退院を評価する。

②医療機関間の「退院支援計画」の共有を促進する。

③介護保険への円滑な移行を図るため、身体機能等の評価の充実を図る。

（出所）中医協「個別改訂項目について」,2012.2.10を一部改正

退院調整加算１（新設）
【一般病棟等の場合】

14日以内 340点

30日以内 150点

31日以上 50点

【主な要件】
・入院後7日以内に退院支援計画の
作成に着手する。

地域連携加算 300点（新設）

【内容】
入院時の症状、標準的な入院期間、退院後に
必要とされる診療等の事項を記載した退院支
援計画を作成し、当該患者に説明し、文書に
より提供するとともに、当該患者の治療を担
う別の医療機関と共有した場合に（入院医療
機関が）算定する。

18

医療ニーズの高い患者への対応（診療報酬）

１．基本的考え方

①医療ニーズの高い患者の円滑な地域への移行と、訪問看護の柔軟な

提供を促進する。

（出所）中医協「個別改訂項目について」,2012.2.10を
一部改正

退院時共同指導料２
（要件変更）

300点
（変更なし）

【内容】
入院医療機関の医師又は看護師が、退院
後の療養を担う保険医療機関の医師、も
しくは当該保険医の指示を受けた看護師、
又は訪問看護ステーションの看護師と共
同して、退院後の療養上必要な説明や指
導を患者に対し実施した場合に（入院医
療機関が）算定する。

訪問看護基本療養費
（Ⅲ）

8,500円
（新設）

【内容】
特定疾病等の入院患者が試験外泊する時
に訪問看護を提供した場合に（訪問看護
ステーションが）算定する。

特別訪問看護指示
加算（要件変更）

100点
（変更なし）

【内容】
急性増悪、終末期、退院直後等の事由に
より、週4回以上の頻回の訪問看護の必要
性を認め、特別訪問看護指示書を訪問看
護ｽﾃｰｼｮﾝに交付した場合に（主治医
が）算定する。
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19

ケアマネジャーと病院スタッフの連携強化（介護報酬）

１．基本的考え方

①医療との連携強化の観点から、現行の各種加算の見直しを行う。

②緊急時カンファレンスへの参加を評価する。

医療連携加算 150単位／月

入院時情報連携加算 Ⅰ 200単位／月

入院時情報連携加算 Ⅱ 100単位／月

注．加算Ⅰは病院等に訪問し、情報提供を
行った場合に、加算Ⅱは訪問以外の方法で情
報提供を行った場合に算定する。

（出所）介護給付費分科会「平成24年度介護報酬改定について」,2012.1.25を一部改変

退院・退所加算 Ⅰ 400単位／月

退院・退所加算 Ⅱ 600単位／月

退院・退所加算 300単位／回

注．入院等期間中に3回まで算定可能。

20

3‐2.介護制度の見直し
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（出所）第7回社会保障改革に関する集中検討会議,資料1‐1「医療と介護に関する資料」,2011.5.19より引用 21

22

介護職と看護／リハ職の連携強化（介護報酬）

１．基本的考え方

①医療ニーズの高い者に対する看護職と介護職の連携強化を図る。

②リハ職と介護職の連携強化を図る。

（出所）介護給付費分科会「平成24年度介護報酬改定
について」,2012.1.25を改変

看護・介護職員
連携強化加算

250単位／月
（新設）

【内容】
・訪問介護職員と連携し、たんの吸引等
が必要な利用者に係る計画の作成や訪問
介護員に対する助言等の支援を行った場
合に、訪問看護を実施している医療機関
や訪問看護ステーションが算定する。

訪問介護と訪問リハ
の連携に対する加算

300単位／回
（新設）

【内容】
訪問リハ実施時に、訪問介護事業所の
サービス提供者とともに利用者宅を訪問
し、利用者の身体の状況等を共同して行
い、サービス提供責任者が訪問介護計画
を作成する上で必要な指導及び助言を
行った場合に（訪問リハ事業所が）算定
する（3ヶ月に1回を限度とする）。

生活機能向上連携加算 100単位／月

【内容】
訪問リハに同行し、リハ職と共同して
行ったアセスメント結果に基づき訪問介
護計画を作成した場合に（訪問介護事業
所が）算定する（3ヶ月を限度とする）。
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3‐3.介護保険事業計画の見直し

第３期計画 第４期計画

2006-2008 2009-2011
第６期計画

2015-2017

第5期計画

2012-2014

第７

平成26（2014）年度までの目標設定

第５期計画は、第３期、第４期計画の延長線上に位置づけられ、
第３期計画策定時に定めた平成26年度までの目標を達成する仕上げの計画とな
る。

高齢化が本格化する平成27（2015）年度以降におけ
る地域包括ケアの構築を見据えた新たな視点での取組

一方で、第５期計画は、各自治体の高齢化のピークを迎える時期までに、高齢者が地域で安心して暮らせ
る地域包括ケアシステムを構築するために必要となる、①認知症支援策の充実 、②医療との連携、③高齢者
の居住に係る施策との連携、④生活支援サービスの充実といった重点的に取り組むべき事項を、実情に応じて
選択して第５期計画に位置づける等、段階的に計画の記載内容を充実強化させていく取組をスタートする時点
となる。

第５期介護保険事業計画の位置づけ（イメージ）
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日常生活圏域ニーズ調査
（郵送＋未回収者への訪問による調査）

介護保険事業（支援）計画
これまでの主な記載事項
○ 日常生活圏域の設定
○ 介護サービスの種類ごとの見込み
○ 施設の必要利用定員
○ 地域支援事業（市町村）
○ 介護人材の確保策（都道府県）など

地域の実情を踏まえて記載する新たな内容
○ 認知症支援策の充実
○ 在宅医療の推進
○ 高齢者に相応しい住まいの計画的な整備
○ 見守りや配食などの多様な生活支援サービス

調査項目（例）
○身体機能・日常生活機能
（ADL・IADL）
○住まいの状況
○認知症状
○疾病状況

医療や住まいとの連携も視野に入れた

介護保険事業（支援）計画の策定

○ 地域包括ケアの実現を目指すため、第５期計画（平成24~26年度）では次の取組を推進。
・ 日常生活圏域ニーズ調査を実施し、地域の課題・ニーズを的確に把握
・ 計画の内容として、認知症支援策、在宅医療、住まいの整備、生活支援を位置付け

・ どの圏域に
・ どのようなニーズをもった高齢者が
・ どの程度生活しているのか 地域の課題や

必要となるサービスを
把握・分析

25

26

3‐4.ケアマネジメントの機能強化
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27

28
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29

ケアマネジメントのスキル向上に向けて

1.「課題認識」が重要
ただし、課題を認識するためには「現在の姿」と「今後の姿」の

両方の評価が必要。

2.「課題分析」が重要
生活障害を引き起こしている「根本原因」を追及し、その根本原因を

除去するための具体的な対策の検討が必要。

事業所ベースで事例検討会（リハ職や看護師が参加）を開催し、課題認識

や課題分析に対し、専門職から助言や指導を受けることが有用。

（マネジメントスキル向上を目的とした会議）

ただし、事業所ベースでの実施は困難

30
（出所）厚労省認知症施策検討プロジェクトチーム「今後の認知症施策の方向性について」2012.6.18より引用
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3. リハ職に期待される役割と課題

31

【課題1】
退院時の連携システムの構築

－リハの継続性確保と退院後予後の改善に向けて－

32
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退院支援プロセスの現状－①退院前訪問指導－

33

【退院前訪問指導実施率】
【退院前訪問指導開催時の職種別にみた参加率】

ア）急性期(n=128) イ）回復期リハ(n=169)

○退院前訪問指導実施率は, [急性期]13.1％, [回復期リハ]46.9％, [療養]34.5％であった。
○急性期は病院看護師, 回復期ﾊは病院PT/OTの参加率が高かった。
○在宅関係者はｹｱﾏﾈｼﾞｬｰの参加率は6‐7割だが, ﾘﾊ職の参加率は低位であった。

退院支援プロセスの現状－②退院前ｹｱｶﾝﾌｧﾚﾝｽ－

34

○退院前CCへの病院PTの参加率は, [急性期]22.0％, [回復期ﾘﾊ]78.5％, [療養]45.5％と, 
急性期病床での参加率が低い状況であった。

○退院前CCへの在宅主治医, リハ職の参加率は低位であった。

ア）急性期(n=573) イ）回復期リハ(n=265)

【退院前CC開催時の職種別にみた参加率】

ウ）療養(n=44)
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リハ職とケアマネジャーの協働マネジメントの試行

情報提供 指導・助言

退院 退院
1週後

退院
3ヵ月後
(終了)

入院中

・
生
活
機
能
評
価

・Q
O
L

評
価
等

・
生
活
機
能
評
価

・Q
O
L

評
価
等

退院
1ヵ月後

・
生
活
機
能
評
価

・Q
O
L

評
価
等

リハ専門職によるケアプランへの指導・助言

自宅への退院後調査
（ケアマネジャーや地域
包括支援センターの方が
調査致します）

36
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37

結果1：ADL自立度の行為別改善率の比較

ア）協働マネジメント群(n=29) イ）通常マネジメント群(n=43)

38

介入群（n=29） 対照群（n=43）

1週間後 3ヶ月後 p値 1週間後 3ヶ月後 p値

ケアプランへの介護サービスの導入率

‐訪問介護 27.6% 24.1% 1.000 41.9% 44.2% 1.000

‐訪問リハ 31.0% 34.5% 1.000 23.3% 23.3% 1.000

‐通所リハ 13.8% 27.6% 0.125 27.9% 23.3% 0.500

‐通所介護（機能訓練実施） 3.4% 13.8% 0.250 23.3% 32.6% 0.125

‐通所介護（機能訓練非実施） 20.7% 31.0% 0.500 27.9% 30.2% 1.000

内容別にみたリハ導入状況

‐筋力増強運動 24.1％ 55.2％ 0.004** 48.8% 53.5% 1.000

‐関節可動域トレーニング 13.8% 37.9% 0.070 41.9% 44.2% 1.000

‐バランス練習 17.2％ 48.3％ 0.008** 27.9% 37.2% 0.250

‐起居・立位動作練習 20.7％ 48.3％ 0.016* 32.6% 30.2% 1.000

‐移動動作練習 10.3％ 37.9％ 0.016* 37.2% 44.2% 0.250

‐ADL練習 10.3% 24.1% 0.125 11.6% 11.6% 1.000

‐IADL練習 0.0% 0.0% ‐ 0.0% 2.3% 1.000

‐家族への介護指導 20.7% 31.0% 0.500 2.3% 2.3% 1.000

Note; *:P<0.05, **: P<0.01

結果2：ケアプラン内容の変化
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【課題2】
自立支援型ケアマネジメントへの支援

－ケア会議での指導・助言－

39

40（出所）厚労省認知症施策検討プロジェクトチーム「今後の認知症施策の方向性について」2012.6.18より引用
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41

行政リハ職の役割と課題－地域包括ケアの仕組み作り－

1.「退院時連携システムの構築」に向けた課題
・病院と地域のリハ職間の役割分担の仕組み作り

・退院時ケアマネジメントへの関与

（ADL予後評価、具体的生活指導、モニタリング支援など）

2. 「自立支援型ケアマネジメント支援」に向けた課題
（個別事例へのケアマネジメントへの支援）

・地域ケア会議での適切な指導・助言の実施

（予後予測による課題認識支援、課題分析支援など）

（ケアマネジメントの標準化支援）

・ケアマネジメントの標準化に向けた取り組み

…地域ケア会議の事例検討で明らかになった共通的な課題
（例：自宅での入浴の自立など）に対する診断（アセスメント

の視点）と改善策を整理し、ケアマネジャーに提供する。
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1

行政の理学療法士，作業療法士が関与す
る効果的な事業展開に関する研究
～平成24年度 事業報告～

目 的

• 市町村理学療法士，作業療法士（PT、OT）が，
連携の仕組みづくりを通して事業を展開して
いる事例の担当者にインタビュー調査を行い，
その成功要因を明らかにすること

• 行政以外の職域のPT,OTに対して，市町村
PT,OTに関する認識や期待を調査することで，
今後の市町村PT,OTの活動のあり方を検討す
ること
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2

成功要因を探るインタビュー調査

対象と方法（1）
• 対象

– 昨年度の本研究において，未調査地域である4市町村
ＰＴ，ＯＴ

• 方法
– 半構造的インタビュー調査
– 主たる調査内容
– 成功要因に関する項目、仕組みづくりにおける市町
村ＰＴ，ＯＴの役割（以下，役割）に関する項目な
ど11項目．

– インタビュー調査実施前に，対象者には事業の取り
組みを時系列で記載後，それをもとにインタビュー
を実施．
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対象と方法（2）
• 記録

– 本人の同意を得て録音後逐語記載

• 分析
– 調査員の代表者が用語や言い回しの統一修正
– SPSS Text Analytics for Surveys 4.0（以下，SPSS）に
てテキストマイニグの手法に則りサブカテゴリー分けを実
施。

– そのサブカテゴリーについて類似性が高いカテゴリーを調
査員でまとめ，コアカテゴリーとし構造化．

• 倫理的配慮
– 研究主旨，データの取り扱い，対象者の人権擁護，個人情
報の保護に関して，面接開始前に口頭で説明し，同意を得
た後に対象となる市町首長に公文書による協力依頼を行い
正式な文書合意の下に実施．

結 果（事業の成功要因）

「事業の成功要因は，｛医師｝や｛ケアマネジャー｝などの医療介護領域の他職種
に対して，＜関係者が協力しやすい環境づくり＞を意識し，｛事例検討会｝等を通
じた＜情報の共有＞に努め，＜住民参加＞による事業の組み立てを考えていた．
また＜全小学校区（生活圏域）＞の事業化を意識していた．」

関係者が協力しやすい
環境づくり

｛医師｝、｛ケアマネジャー｝

情報の共有
｛情報共有｝、｛情報交換｝
｛事例検討会｝、｛状況｝

住民参加
｛地域住民｝、｛チラシ｝、｛余力のある人｝

全小学校区（生活圏域）
｛全小学校区｝
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結 果（役割）

「市町村のＰＴ，ＯＴの役割は｛介護予防｝にとどまらず，広く住民の＜健康づくり
＞に資することを前提に，事業の企画や｛市民｝に関わり，｛行政主導｝で協働の
姿勢をもつ＜行政機能＞が重要である．また，介護職にとっては医療職との｛連
携｝は敷居が高く，行政ＰＴ，ＯＴ がその＜つなぎ役＞として機能すること．」

健康づくり
｛介護予防｝

つなぎ役
｛敷居が高い｝

｛市民・自分｝、｛連携｝

行政機能
｛行政主導｝、｛他職種｝、｛事業｝

考 察

成功要因 役割

多職種がより良い連携を図れる環境づくりを市町村ＰＴ，
ＯＴが行うことの必要性を確認。

行政が環境整備やつなぎ役になる必要性は，他の市町
村保健福祉職種の活動報告と同様。

ＰＴ，ＯＴは市町村という職域の中で直接的な徒手技術
の提供にとどまらない活動の重要性が認められた．
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関係者が協力しやす
い

環境づくり
｛医師｝、｛ケアマネジャー｝

情報の共有
｛情報共有｝、｛情報交

換｝
｛事例検討会｝、｛状況｝

住民参加
｛地域住民｝、｛チラシ｝、｛余力のある人｝

全小学校区（生活圏域）
｛全小学校区｝

健康づくり
｛介護予防｝

つなぎ役
｛敷居が高い｝

｛市民・自分｝、｛連
携｝

行政機能
｛行政主導｝、｛他職種｝、｛事業｝

市町村PT，OTには，地域診断
の下，解決すべき課題を明確
にし，市民との協働により解決
する能力が求められるものと考
えられる．

関係者が協力しやすい
環境づくり

｛医師｝、｛ケアマネジャー｝

情報の共有
｛情報共有｝、｛情報交換｝
｛事例検討会｝、｛状況｝

住民参加
｛地域住民｝、｛チラシ｝、｛余力のある人｝

全小学校区（生活圏域）
｛全小学校区｝

＜小学校区（生活圏域）＞がコアカテゴ
リーとして抽出された．このことは地域包
括ケアシステムの構築に通じるものであ
り，既に事業を充実させている背景にはこ
のような取り組みの対象範囲の検討がな
されていると考えられた．
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• 昨年度の本研究において，医療と介護の連携
に関わる成功要因として確認された

① 課題，理念，目標，戦略の共有
② 既存のネットワークの活用
③ 個別事例を地域課題へ変換する能力
④ 段階的・継続的な取り組み

との関連性について，今回の調査結果を足掛
かりとすることができた．

• さらに，今回は4事例の調査であり，その結
果を一般化することは難しいこと等から，今
後はデータを増加し，定量的な実態把握必要
と考える．

行政以外の職域のPT,OTに対する調査
票調査
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対象と方法（1）

• 対象
–調査１

• PT，OT両協会の都道府県士会長94人（PT47人，
OT47人）

–調査２
•市町村PT，OT の配置が確認されている市町村
に立地している急性期病棟を有する214病院，
回復期リハビリテーション病棟を有する356病
院，介護老人保健施設205施設から無作為に抽
出した各120施設

• 方法
– 調査１、２ともに、郵送による配付・回収による自記
入式調査票調査。

– 調査２では、リハ部門の代表者に回答を依頼。
– 調査期間は、平成24年●月～●月

• 主たる調査内容
– 市町村ＰＴ，ＯＴに関する認識と期待
– 地域包括ケアシステムに関すること、等

• 倫理的配慮
– 回答は匿名性を確保し，非連続性のデータとして処理
することを書面にて説明し，返書を持って同意を得ら
れたものとした．

対象と方法（2）
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結 果
調査１：士会長を対象とした調査

• 回答数
– 65人（回収率69.1％ PT34人（52.3％），OT31人（47.7％））．

• 当該都道府県内の市町村PT，OTの配置の有無について
– 56人（86.2%）が配置の有無を認識．

• 地域包括ケアシステムについて
– 会員への周知活動を行っている士会 17士会(26.2%)

– 今後取り組む予定がある士会 11士会（16.9%）

– 現在検討中 45士会（69.2%）

• 市町村ＰＴ，ＯＴに最も期待する役割
– 多職種連携のためのネットワークづくり 18士会（27.7％）

– 市町村の施策等に関する情報発信 14士会（21.5％）

– 行政機関，住民へのセラピストの職能啓発 11士会（16.9％）

調査２：病院・老人保健施設向け調査

• 回答数
– 86人（回収率71.7％）

• 内訳 PT77人（89.5％），OT７人（8.1％）

• 当該市町村の市町村PT，OTの配置の有無について
– 62人（72.1%）が配置の有無を認識．

• この62人中、市町村PT，OTと連携したことがある人
…26人（41.9％）

• 連携して取り組んだ主な業務
– 住環境整備の個別支援 12人（46.2%）

– 介護予防事業 10人（38.5%）

– 多職種連携のためのネットワークづくり 10人（38.5%）
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調査２：病院・老人保健施設向け調査

• 地域包括ケアシステムに関する認識
– 言葉は知っているが内容はあまり知らない
– 言葉は知っているが内容を全く知らない

…合算すると50人（58.1%）

– 言葉も内容も知っている 33人（38.4％）

• 市町村ＰＴ，ＯＴに最も期待する役割
– 多職種連携のためのネットワークづくり 17人（20％）

– 介護予防の企画 14人（16.2%）

考 察

県士会長，施設向けアンケート結果から，市町
村PT，OTに求める役割としては「多職種連携の
ためのネットワークづくり」が最も多い現状

インタビュー調査の「成功要因」の構造につな
がると考えられる
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調査１：士会長を対象とした調査
「市町村の施策等に関する情報発信」

「行政機関，住民へのセラピストの職能啓発」
が役割として求められていた

• 市町村の施策等に関する情報発信に市町村PT，OT
は貢献できる。

• 住民だけでなく、士会員への情報発信の工夫が求め
られている。

考 察

• 施設向け調査の結果から…
–「住環境整備の個別支援」や「ネットワーク
づくり」や「介護予防」に関わる取り組みの
推進を求められていた。

↓
–個別事例から地域課題への変換や予防的視点
からの施策の展開など，より一層地域全体を
巻き込んだ情報共有と施策情報の発信が求め
られている．
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結 論
～今年度の研究を通して～

• インタビュー調査から
– 成功要因の項目として＜関係者が協力しやすい環境づくり＞＜情報
の共有＞＜住民参加＞＜全小学校区（生活圏域）＞が確認された．

• アンケートから
– 市町村ＰＴ，ＯＴに対し「多職種連携によるネットワークづくり」
「行政施策の情報発信」への期待が高かった。

↓
• 成功要因を意識しながら事業を展開していくことが求めら
れる．また，市町村ＰＴ，ＯＴの活動の周知不足が，明確
になったことから，市町村ＰＴ，ＯＴの役割をより積極的
に啓発していくことが求められている．

詳細は、今後発行致します
報告書に掲載いたします。
是非、ご覧ください。
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事
後

1  0：はい　1：時々　2：まれに　3：いいえ 生 社

2  0：はい　1：時々　2：まれに　3：いいえ 生 社

3  0：はい　1：時々　2：まれに　3：いいえ 生 他

4  0：はい　1：時々　2：まれに　3：いいえ 生 社

5  0：はい　1：時々　2：まれに　3：いいえ 生 社

6  0：はい　1：時々　2：まれに　3：いいえ 運 生

7 0：はい　1：時々　2：まれに　3：いいえ 運 生

8 0：はい　1：時々　2：まれに　3：いいえ 運 社

9 3：はい                               0：いいえ 運 社

10  3：はい　2：時々　1：まれに　0：いいえ 運 社

11  3：はい　2：時々　1：まれに　0：いいえ 健 生

13 3：はい　2：時々　1：まれに　0：いいえ 健 生

14 3：はい　2：時々　1：まれに　0：いいえ 健 生

15 3：はい　2：時々　1：まれに　0：いいえ 健 生

16 0：はい                               3：いいえ 社 生

17 3：はい                               0：いいえ 社 生

18 3：はい　2：時々　1：まれに　0：いいえ 健 他

19  0：はい　1：時々　2：まれに　3：いいえ 健 他

20 3：はい　2：時々　1：まれに　0：いいえ 健 他

21 3：はい　2：時々　1：まれに　0：いいえ 健 他

22 3：はい　2：時々　1：まれに　0：いいえ 健 他

23 3：はい　2：時々　1：まれに　0：いいえ 健 他

24 3：はい　2：時々　1：まれに　0：いいえ 健 他

25 3：はい　2：時々　1：まれに　0：いいえ 健 他

健 生

合計(点数）

（ここ２週間）わけもなく疲れたような感じがする

（ここ２週間）自分が役に立つ人間だと思えない

（ここ２週間）以前は楽にできていたことが今ではおっくうに感じ
る

今日が何月何日かわからない時がありますか

介護予防のアセスメント[１]　基本チェックリスト

この一年間に転んだことがありますか

１５分位続けて歩いていますか

椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっています
か

口の渇きが気になりますか

お茶や汁等でむせることがありますか

事後　身長　　　　ｃｍ　体重　　　㎏＝ＢＭＩ 

項目
番
号

確認内容

氏名

（ふりがな）　　　　　　

う
つ

バスや電車で１人で外出していますか

日用品の買物をしていますか

預貯金の出し入れをしていますか

階段を、手すりや壁をつたわらずに昇っていますか

家族や友人の相談にのっていますか

友人の家を訪ねていますか

６ヵ月で２～３ｋｇ以上の体重減少がありましたか

生
活
機
能

自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていますか

閉

じ

こ

も

り

運
動
機
能

栄
養
改
善

口
腔
機
能

半年前に比べて固い物が食べにくくなりましたか

昨年と比べて外出の回数が減っていますか

週一回以上外出していますか

認
知
機
能

事
後

（ここ２週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなっ
た

副
領
域

転倒に対する不安は大きいですか

（ここ２週間）毎日の生活に充実感がない

評価尺度
事
前

回答

事前　身長　　　　ｃｍ　体重　　　㎏＝ＢＭＩ

課題領域

周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘れがあるといわ
れますか

※　副領域は”予防サービス・支援計画書”作成の際の参考とする

※ 課題領域　　運 動・移動，　日常　生 活，　 社　会参加・対人交流， 　健 康管理・療養，　 他 の課題(ものわすれ・うつ・経済・支援利用）

12

調
査
日

事
前

平成　   年　   月   　日

平成   　年　   月　   日

主
領
域
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第６章 まとめ 
 
平成 24 年度事業では、連携の仕組みづくりについて 4自治体に所属する理学療法士、作業療法士に

半構造的インタビュー調査を行い、分析した結果、＜関係者が協力しやすい環境づくり＞＜情報の共

有＞＜住民参加＞＜全小学校区（生活圏域）＞の 4 つの成功要因が抽出された。また、市町村理学療

法士、作業療法士への認識・期待に関するアンケートを医療・介護分野の理学療法士、作業療法士と

各都道府県士会長に実施した結果、「多職種連携によるネットワークづくり」と「行政施策の情報配信」

への期待が多かった。 

今後、市町村理学療法士、作業療法士は、その期待に応えるべく成功要因を意識しながら事業を展

開していくことが求められる。  

 そのためには、平成 23 年度、平成 24 年度事業で見えてきた成功要因をもとに市町村理学療法士、

作業療法士の活動指針を提示するとともに、スキルアップのための研修体系を構築することが必要で

あると考える。 

 

-103-



研究組織 

 

分担事業者     

 半田 一登  公益社団法人 日本理学療法士協会 会長 

 中村 春基  一般社団法人 日本作業療法士協会 会長 

 

事業担当者 

 内山 靖   公益社団法人 日本理学療法士協会 副会長 

 清水 順市  一般社団法人 日本作業療法士協会 副会長 

 

事業協力者  

逢坂 伸子  大東市保健医療部地域保健課 
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